
新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道５号（北海道横断自動車道） 

倶知安
くっちゃん

余市
よ い ち

道路（倶知安
くっちゃん

～共和
きょうわ

） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

北海道開発局 

起終点 
自：北海道虻田

あ ぶ た

郡倶知安町
くっちゃんちょう

字旭
あさひ

 

至：北海道岩内
いわない

郡共和町
きょうわちょう

国富
くにとみ

 
延長 １１．５ｋｍ 

事業概要  

倶知安余市道路（倶知安～共和）は、北海道横断自動車道の一部を構成する道路で、虻田郡倶知安町字旭か

ら岩内郡共和町国富に至る延長１１．５ｋｍの自動車専用道路である。（北海道横断自動車道は、寿都郡黒松

内町から根室市、網走市へ至る延長約６９４ｋｍの高規格幹線道路であり、これまでに延長３３７ｋｍが開通

している。） 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、新千歳空港から国際的観光リゾートニセコへの速達性を確保し、宿泊施設新設等の

民間投資増加により地域経済の発展に寄与、災害時の代替路確保や国際コンテナの通行支障箇所を解消し、物

流を効率化、高次医療施設へのアクセス向上により、救急搬送など医療活動を支援するものである。 

全体事業費 約４２０億円 計画交通量    約６，６００台／日 

事業概要図  

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【北海道知事】 

新規採択時評価に係る「一般国道５号（北海道横断自動道）倶知安余市道路（倶知安～共和）」の予算化に

同意いたします。 

 当該地域では、北海道としても防災対策や地域の観光振興などのため、道道泊共和線や道道岩内洞爺線など

の整備を進めており、国においても早期完成に向け、特段のご配慮をお願いいたします。 

 また、平成２３年度の計画段階評価に係る知事意見に基づき、別線で整備する区間とされた「倶知安～余市

間」のうち、今回新規事業採択対象とならなかった「ニセコ・倶知安境界～倶知安間」について早期に着手さ

れるよう、特段のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ２４．１．３０） 

事業評価結果 

 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
１． ３ 

（１．３） 

総費用 2,805億円 総便益 3,611億円 基準年  

事 業 費：2,506億円 

維持管理費：  299億円 

走行時間短縮便益：3,050億円 

走行経費減少便益：  419億円 

交通事故減少便益：  142億円 

平成２７年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.1   (交通量    -10  ％) B/C＝1.4  (交通量   +10 ％) 

事業費変動 B/C＝1.2  (事業費   +10  ％) B/C＝1.4  (事業費   -10  ％) 

事業期間変動 B/C＝1.1  (事業期間  +20  ％) B/C＝1.3  (事業期間  -20  ％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行

者
へ
の
影
響 

渋滞対策 －  注目すべき影響はない。 

事故対策 － 注目すべき影響はない。 

歩行空間 －  注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

【安心して暮らせる地域の形成】 

・倶知安から小樽・札幌の高次医療施設への搬送時間短縮や安静搬送により、 

患者への負担を軽減 

・脳疾患、心疾患の死亡率低下が期待 

  [倶知安～小樽市立病院の所要時間]   

現況約68分 → 整備後約53分（約15分短縮） 

  [小樽市の高次医療施設からの６０分カバー圏人口] 

   現況164,200人(70%) → 整備後203,900人(87%) 

地域経済 ◎ 

【国際的観光リゾートの更なる発展】 

・インバウンド観光の拠点である新千歳空港や札幌市・小樽市周辺からニセコへの 

 移動時間短縮、定時性を確保。 

・ニセコ地域への更なる観光客増加、通勤圏拡大による雇用の促進が期待。 

［新千歳空港～ニセコ間の冬期所要時間］ ［小樽～ニセコ間の冬期所要時間］ 

現況約155分→整備後約120分(約35分短縮)  現況約80分→整備後約55分(約25分短縮) 

災 害 ◎ ・大規模災害時の代替機能の確保 

環 境 －  注目すべき影響はない。 

地域社会 ◎ 

【物流ルートの代替性の確保】 

・国際コンテナ通行支障区間の解消により、函館方面と札幌・後志地方を結ぶ 

リダンダンシーの向上に寄与。 

 [国際コンテナ通行支障箇所の回避] 現況4箇所 → 整備後0箇所 

事業実施環境 ◯ 

・計画段階評価手続き完了（Ｈ２４．１．３０） 

・北海道知事や小樽市長、倶知安町長ら沿線自治体首長より倶知安余市道路（倶知安～

共和）の早期事業化を要望 

 

採択の理由 
 費用便益比が１．３と便益が費用を上回っているとともに、計画段階評価手続きが完了し、事業採択の前提条件

が確認できる。 

 また、当該区間の整備により国際的観光リゾートの更なる発展や地域経済への効果、大規模災害時の代替機能の

確保、地域の医療活動の支援が期待でき、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：川﨑 茂信     

      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※B/C の上段は、黒松内 JCT～小樽 JCT（仮称）を対象とした場合、下段（ ）書きの値は 

 事業化区間を対象にした場合の費用便益分析結果。 
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倶知安余市道路
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新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 

 

 

 

事業の必要性  

倶知安市街地における交通混雑の緩和及び交通事故低減による安全性の向上、拠点空港新千歳空港から国際的

観光地ニセコへの速達性の向上により、観光振興による地域の活性化支援及び有珠山噴火等の災害時の代替路と

して寄与するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・後志地域や隣接する胆振地域には周期的に

噴火を繰り返す有珠山（約 30 年周期）等が存

在している。 

・国道５号は、災害発生時の代替路としての

役割があるが、国際コンテナ通行支障箇所を

抱えており、特に物流等への影響が懸念され

る。 

※新たな北海道総合開発計画(H20.7) 

・噴火等により機能が損なわれた場合、経済社会への影響が

極めて大きい中枢的交通基盤等の保全を推進するととも

に、代替機能確保のための対策を推進する。 

・港湾・空港や道内各地の物流拠点・生産拠点と高規格幹線

道路とのアクセスを強化するほか、国際標準コンテナ車が

支障無く通行できる幹線道路ネットワークを構築する。 

住民生活 

・脳疾患や心疾患の死亡率が高く、第２次医

療施設のある小樽までの救急搬送は、市街地

や峠を通過するため、１時間以上かかる地域

が多く、救急搬送患者への負担が大きい。 

※新たな北海道総合開発計画(H20.7) 

・集約拠点へつながる公共交通ネットワークや、道路ネット

ワークの強化などを推進する。 

※新･北海道総合計画(道央広域連携地域) (H20.3) 

・第二次保健医療福祉圏における地域センター病院などを中

心に地域の医療機関が連携した安全・安心な医療の確保 

地域経済 

地域社会 

・パウダースノーで人気のスキー場等により、

ニセコエリアの外国人宿泊客数は年々増加傾

向。 

・冬期は移動時間のバラツキが多く、余裕時

間を見込む必要があり、観光面の課題や、小

樽方面からニセコへの通勤負担が大きく雇用

低下の要因となっている。 

※新たな北海道総合開発計画(H20.7) 

・外国人や高齢者等が容易かつ円滑に旅行できるような観光

地づくりを進めることが必要。 

・観光産業の従事者、多様な主体が参画する観光地づくりを

マネジメントする人材等の確保・育成と能力の向上を促進

する。 

※新･北海道総合計画(道央広域連携地域) (H20.3) 

・•国内外を結び本道経済の発展を支える交通基盤の充実 

その他 
 

 

 

 

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価は D ランク→C ランク（D ランク→C ランク）に改善する

とともに、不通リンクの解消によりネットワーク全体の防災機能が強化される。 

・また、本事業において、有珠山等の火山災害時における代替性の高い輸送ルートを確保し、道央から道南を結

ぶ広域物流を支援するとともに、高次医療施設への救急搬送時間短縮による地域医療サービスの向上への貢献、

国際観光リゾートニセコへのアクセス向上による観光振興への貢献など、有効性の高い事業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度の変

化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

倶知安町 共和町 
１６ 

（１１） 

１．００ 

〔Ｄ〕 

１．００ 

〔Ｄ〕 

０．５８ 

〔Ｃ〕 

０．５７ 

〔Ｃ〕 

▲２３９．５８ 

(▲８２．６７) 

０．１８ 

(０．１２) 

０．４４ 

(０．４５) 
◎ 

事業の効率性  

・計画段階評価手続き完了（Ｈ２４.１.３０） 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は黒松内 JCT～小樽 JCT（仮称）を対象とした場合、 

 下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果。 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道236号（帯広

おびひろ

・広尾
ひ ろ お

自動車道） 

大樹
た い き

広尾
ひ ろ お

道路（忠類
ちゅうるい

大樹
た い き

～豊
とよ

似
に

） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

北海道開発局 

起終点 
自：北海道広尾

ひ ろ お

郡大樹
た い き

町字大樹
た い き

 

至：北海道広尾
ひ ろ お

郡広尾
ひ ろ お

町字紋別
もんべつ

 
延長 １５．１ｋｍ 

事業概要  

大樹広尾道路（忠類大樹～豊似）は、帯広・広尾自動車道の一部を構成する道路で、広尾郡大樹町字大樹か

ら広尾郡広尾町字紋別に至る延長約１１．５ｋｍの一般国道の自動車専用道路である。（帯広・広尾自動車道

は北海道横断自動車道帯広ジャンクションから分岐し、帯広市等を経由し広尾町に至る延長約８０ｋｍの高規

格幹線道路であり、これまでに延長約５９ｋｍが開通している。） 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、全国の食を支える地域産業を支援するとともに、交通機能の分担が図られることに

より安全なルートを確保、救急搬送時の所要時間および連絡速度が改善することにより高次医療施設へのアク

セスが向上し、地域医療サービスの向上に貢献するものである 

全体事業費 約２００億円 計画交通量    約５,５００ 台／日 

事業概要図  

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  
【北海道知事】 
 新規事業採択時評価に係る「一般国道２３６号（帯広・広尾自動車道）大樹広尾道路（忠類大樹～豊似）」
の予算化に同意いたします。 
 当該地域では、北海道としても地域の防災対策や農畜産業振興のため、道道音調津陣屋線や道道幕別大樹線
などの整備を進めており、国においても早期完成に向け、特段のご配慮をお願いいたします。 
 また、当該区間に接続する計画段階評価実施済みの「豊似～広尾間」について早期に着手されるよう、特段
のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益 ：便益が費用を上回っている 

・手続きの完了：計画段階評価手続き完了（Ｈ２８.３.１） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
１． ２ 

（０．９６） 

総費用 3,019億円 総便益 3,496億円 基準年  

事 業 費： 2,725億円 

維持管理費：  294億円 

走行時間短縮便益：2,825億円 

走行経費減少便益： 444億円 

交通事故減少便益： 226億円 

平成２７年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.1 (交通量  -10 ％) B/C＝1.3 (交通量   +10 ％) 

事業費変動 B/C＝1.1 (事業費   +10 ％) B/C＝1.2 (事業費    -10 ％) 

事業期間変

動 
B/C＝1.2 (事業期間  +20 ％) B/C＝1.2 (事業期間   -20 ％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 - ・注目すべき影響はない。 

事故対策 ◎ 

・交通機能の分担により、大樹市街をはじめとする現道の交通事故が大幅に減少し、

貨物車等の安全な物流ルートを確保。 

【死傷事故率】  

[大樹市街における死傷事故率] 

現況 全国平均以上（7箇所）110.6～331.9件/億台キロ ※全国平均：81件/億台キロ 

→ 整備後 大樹豊似間 27.0件/億台キロ 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

【高次医療施設へのアクセス性向上】 

・救急搬送時の所要時間や連絡速度が改善され、南十勝からの高次医療施設への 

アクセスが向上し、人口カバー率が拡大するなど地域の医療サービス向上に貢献。 

［広尾町～帯広市の高次医療施設間の救急搬送所要時間］ 

現況 約73分 → 整備後 約65分（約8分短縮） 

［帯広市の高次医療施設からの60分カバー圏人口］ 

現況 12,200人(58％) → 整備後 14,000人(66％) 

地域経済 ◎ 
【地域産業を支える物流の効率化・安全性の向上】 

・十勝港までの輸送時間の短縮が図られ、繁忙期の小麦の往復回数が１回増加する

などの輸送の効率化に寄与し、地域産業を支援。 

災 害 － ・注目すべき影響はない 

環 境 － ・注目すべき影響はない 

地域社会 － ・注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○ 

・計画段階評価手続き完了（Ｈ２８．３．１） 

・北海道知事や帯広市長、大樹町長、広尾町長ら沿線自治体首長より 

帯広・広尾自動車道（大樹～広尾）の早期事業化を要望 

 

採択の理由 
費用便益比が１．２と便益が費用を上回っているとともに、計画段階評価の手続きが完了し事業採択の前提条件

が確認できる。 

また、全国の食を支える地域産業を支援するとともに、交通機能の分担が図られることにより安全な物流ルート

を確保し、救急搬送時の所要時間および連絡速度が改善することにより高次医療施設へのアクセスが向上し、地

域医療サービスの向上に貢献するなど、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：川﨑 茂信     

      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※B/C の上段は、帯広 JCT～広尾 IC（仮称）を対象とした場合、下段（ ）書きの値は 

 事業化区間を対象にした場合の費用便益分析結果。 

 

 

 

大樹広尾道路

（忠類大樹～豊似）
ちゅうるいたいき とよに

たいきひろお

L=15.1km

対
象
区
間

忠
類
大
樹

大
樹
広
尾
道
路

ち
ゅ
う
る
い
た
い
き

ひろお たいきちょう

広尾郡広尾町

広尾郡大樹町

ひろお ひろおちょう

～
豊
似
と
よ
に

た
い
き
ひ
ろ
お

重要港湾十勝港
（国際物流ターミナル整備中）



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 

 

 

事業の必要性  

本道路は、交通機能の分担が図られることにより安全な物流ルートを確保し、全国の食を支える地域産業を支

援するとともに、救急搬送時の所要時間および連絡速度が改善することにより高次医療施設へのアクセスが向上

し、地域医療サービスの向上に貢献するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等   

住民生活 

・南十勝は高次医療の９割を帯広市に依存して

おり、人口の４割が高次医療施設まで６０分以

内に到達できない状況。 

・大樹・広尾町からの救急搬送は年間約２２０

件を数え、広域には日高東部からも搬送してい

るが、冬期には搬送時間がさらに増加するなど、

速達性の確保が急務。 

※新たな北海道総合開発計画(H20.7) 
・集約拠点へつながる公共交通ネットワークや、道路

ネットワークの強化などを推進する。 

※新・北海道総合計画(十勝連携地域) (H20.3) 
・第三次保健医療福祉圏における地方センター病院な

ど高度な医療機能を有する病院を中心とした高度医療

提供体制の確立。 

地域経済 

地域社会 

・十勝港は物流ターミナル整備中の港湾で、高

規格道路ミッシングリンク延長が全国で最長。

取扱貨物量は増加する一方で、貨物車保有台数

は減少傾向。収穫の繁忙期になる秋を中心に輸

送トラック不足が課題であり、今後コンビナー

トの増設計画がある中、更なる輸送の効率化が

求められている。 

・十勝港を結ぶ唯一の幹線道路である国道２３

６号、３３６号は、全道平均を上回る貨物車事

故が発生し、物流の安全性が確保されていない

状況。 

※新たな北海道総合開発計画(H20.7) 
・港湾・空港や道内各地の物流拠点・生産拠点と高規

格幹線道路とのアクセスを強化するほか、国際標準コ

ンテナ車が支障無く通行できる幹線道路ネットワーク

を構築する。 
※新・北海道総合計画(十勝連携地域) (H20.3) 
・他地域との連携強化や空港・港湾などとのアクセス

強化等を進めるための高速道路や域内幹線道路の整

備、空港の機能充実など暮らしや産業を支える交通・

情報ネットワークの形成 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価は C ランク→B ランクに改善するとともに、不通リンク

の解消によりネットワーク全体の防災機能が強化される。 

・また、本事業において、交通機能の分担が図られることにより安全な物流ルートを確保し、全国の食を支える

地域産業を支援するとともに、救急搬送時の所要時間および連絡速度が改善することにより高次医療施設へのア

クセスが向上し、地域医療サービスの向上に貢献するなど有効性の高い事業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度の変

化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

帯広市 広尾町 
９ 

（２） 

０．６７ 

〔Ｃ〕 

１．００ 

〔Ｄ〕 

０．３３ 

（Ｂ） 

１．００ 

〔Ｄ〕 

▲６１．８１ 

（▲１０．４９） 

０.０６ 

(０．０４） 

０.３５ 

(０．００) 
◎ 

事業の効率性  

・計画段階評価手続き完了（Ｈ２８.３.１） 

 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は帯広 JCT～広尾 IC（仮称）を対象とした場合、 

 下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果。 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 一般国道４号 大衡道路 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

東北地方整備局 

起終点 
自：宮城県黒川郡大衡村大衡枛

おおひらむらおおひらはぬ

木
き

 

至：宮城県黒川郡大衡村
おおひらむら

駒場
こ ま ば

字
あざ

蕨崎
わらびさき

 
延長  ４．５ｋｍ 

事業概要  

一般国道４号は、東京都中央区を起点とし青森県青森市に至る一般国道で、白石市と仙台市、大崎市、栗原

市を経由して宮城県内を南北に縦貫する道路である。このうち大衡道路は大衡村内を通過する延長約４．５ｋ

ｍの４車線化拡幅事業である。 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、渋滞ボトルネックが解消し、円滑な物流が確保され東北全体の復興・企業活動を支

援するとともに、交通事故の減少により、地域住民の安全が向上、東北自動車道の代替路機能強化による時間

信頼性の確保が図られる。 

全体事業費 約８０億円 計画交通量 約２７，３００台／日 

事業概要図  

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 
関係する地方公共団体等の意見  

【宮城県知事】（例）一日も早い事業化が図られるよう、特段のご配慮をお願いします。 

 

 

 

 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了：都市計画決定手続き完了（Ｈ２８．１） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ １．８ 

総費用 ６８億円 総便益 １２４億円 基準年  

事 業 費： ５７億円 

維持管理費： １１億円 

走行時間短縮便益：１１２億円 

走行経費減少便益：８．０億円 

交通事故減少便益：３．８億円 

平成２７年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝１．４(交通量  -10％) B/C＝２．２(交通量  +10％) 

事業費変動 B/C＝１．７(事業費   +10％) B/C＝２．０(事業費  -10％) 

事業期間変動 B/C＝１．７(事業期間 +20％) B/C＝２．０(事業期間 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

自動車関連企業等は年々増加傾向にあり、道路整備による円滑な物流確保により、企業立地や

雇用拡大等の企業活動を支援 

【混雑度】 

  現況  2.09 → 整備後 0.81[約６割減少] 

【旅行速度】 

  現況 37km/h → 整備後 48km/h[約３割向上] 

事故対策 ○ 

中央分離帯の設置により、沿道出入りが制限され死傷事故件数が減少 

【死傷事故率】 

  現況 54件/億台キロ → 整備後 33件／億台キロ[約４割減少] 

歩行空間 － 注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 － 注目すべき影響はない 

地域経済 ◎ 

隣接する開通済区間では、企業立地が進み出荷額が増加しており、拡幅事業においても企業立

地や雇用拡大等の企業活動を支援 

[富谷大和拡幅(H23.3開通)整備前後（富谷町、大和町、大衡村：３町村）の推移] 

 製造品出荷額 H22開通前 1,912億円 → H25開通後 5,152億円(約2.7倍増) 

災 害 ○ 
交通容量の増加により代替路機能が強化され、通勤等や産業活動での時間信頼性を確保 

[東北道通行止め時の最大所要時間の変化] 

 現況 約83分  → 整備後 約54分（約4割減少） 

環 境 － 注目すべき影響はない 

地域社会 － 注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定手続き完了（Ｈ２８．１） 

・宮城県知事、大崎市長、大衡村長より大衡道路の早期事業化の要望 

 

採択の理由 
 費用便益比が１．８と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

 また、当該区間の渋滞緩和や事故削減並びに地域経済等への効果が期待でき、事業の必要性・効果は高いと判

断できる。 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：川﨑 茂信      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
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新規事業採択時評価結果（平成28年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道17号 

 新大宮
しんおおみや

上尾
あ げ お

道路（与野
よ の

～上尾
あ げ お

南
みなみ

） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

関東地方整備局 

起終点 
自：埼玉

さいたま

県さいたま市中央区
ちゅうおうく

円阿弥
え ん な み

 

至：埼玉
さいたま

県上尾
あ げ お

市堤崎
つつみさき

 
延長 8.0km 

事業概要  

新大宮上尾道路は、国道17号バイパス及び国道17号現道の高速道路未整備区間で慢性的に起きている交通混

雑の緩和や沿線道路環境の改善を目的に計画された路線である。 

事業の目的、必要性  

対象路線の整備により、圏央道沿線から都心へのアクセス性が向上し、地域の産業活動を支援。また、渋滞緩

和による追突事故の減少、信越、東北方面との主要拠点間の広域連携強化など、沿線地域の安全で安心な暮らし

に寄与する。 

 

全体事業費 約2000億円 計画交通量 約34,200～41,100台／日 

事業概要図  

 

 

     

 
関係する地方公共団体等の意見  

【埼玉県知事】 予算化について同意。広域防災拠点に指定された「さいたま新都心」の機能を最大限発揮す

るため、上尾南～圏央道についても早期に事業化されたい。 

【さいたま市長】予算化について同意。可能な限り公共負担の軽減を図っていただきたい。 

        さいたま新都心が有する、首都圏災害に対するバックアップ機能を強化するため、上尾南～

圏央道についても早期に事業化されたい。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 

 
事業採択の前提条件  

■費用対便益：便益が費用を上回っている。 

■手続きの完了：都市計画決定手続き完了（Ｈ元．１２） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 2.2 

総費用 1,343億円 総便益 2,946億円 基準年  

事 業 費：  1,316億円 

維持管理費：    27億円 

走行時間短縮便益：  2,713億円 

走行経費減少便益：   141億円 

交通事故減少便益：    92億円 

平成27年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝2.0   (交通量    -10％) B/C＝2.4   (交通量    +10％) 

事業費変動 B/C＝2.0   (事業費     +10％) B/C＝2.4   (事業費     -10％) 

事業期間変

動 
B/C＝1.9   (事業期間   +20％) B/C＝2.4   (事業期間    -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 交通容量の増加により、渋滞が緩和。 

事故対策 ◎ 

渋滞の緩和により、追突事故が約２割減少。 
 
〔追突事故件数（国道17号バイパス 与野～上尾南並行部）〕 

現況349件/4年 ⇒ 整備後 278件/4年 〔約2割減少〕 

 

 

歩行空間 ― 注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 追突事故が約２割減少する等、沿線地域の生活環境が改善。 

地域経済 ◎ 

円滑な物流の確保により、圏央道沿線から都心方面へのアクセス性が向上し、地域の産業活動

を支援。 

〔所要時間（桶川東部工業団地～与野JCT）〕 

現況 約46分 ⇒ 整備後 約31分（約15分短縮） 

災 害 ◎ 

防災拠点として機能するために必要なネットワークが整備され、信越、東北方面の主要拠点等

から、さいたま新都心へのアクセス性が強化。拠点間の物資輸送等の速達性向上に寄与。 

〔所要時間（久喜白岡JCT～さいたま新都心）〕 

現況 約42分 ⇒ 整備後 約22分（約20分短縮） 

〔所要時間（鶴ヶ島JCT～さいたま新都心）〕 

現況 約42分 ⇒ 整備後 約22分（約20分短縮） 

環 境 ― 注目すべき影響はない 

地域社会 ― 注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○ 
都市計画決定手続き完了（平成元年１２月） 

埼玉県知事、さいたま市長より新大宮上尾道路の早期事業化を要望 

 

採択の理由 
費用便益比が2.2と、便益が費用を上回っているとともに、都市計画手続きが完了し、事業採択の前提条件が確認

できる。 

 また、埼玉県地域における渋滞緩和や事故削減ならびに地域経済などへの効果が期待でき、事業の必要性・効果

が高いと判断できる。 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：川崎 茂信     

      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
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新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 
 
 

 

事業の必要性  

当該区間の整備により一般国道17号バイパス及び国道17号現道の渋滞緩和、都心方面へのアクセス性向上によ

る地域の産業活動の支援、住民の安全性向上、信越、東北方面との物資輸送等の速達性向上に寄与するも 

のである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

さいたま新都心は、首都圏広域防災拠点に位

置付けられているが、圏央道から与野間の広域

幹線道路が未整備のため、信越、東北方面の主

要拠点等からのアクセスが不十分であり、物資

輸送等の速達性に課題。 

 

※全国都道府県における災害時等の相互応援

に関する協定（H24.5 改定） 
・全国都道府県で「カバー（支援）県」を設定するこ

ととされ、危機管理・防災特別委員会広域応援推進検

討ワーキンググループにおいて関東と東北がそれぞれ

カバー（支援）するものとされている。 

 

※三県知事会（群馬、埼玉、新潟） 
・『群馬県、埼玉県、新潟県の災害時相互応援及び防災

協力に関する協定』（H25.1 締結） 

住民生活 

国道 17 号バイパスでは、平日朝の旅行速度

が 10.6km/h であり、 延長約 8.0km 間における

旅行速度の著しい低下が原因と考えられる追突

事故は 4年間で約３５０件と多発。 

 

※埼玉県道路交通環境安全推進連絡会議

（H22.12） 
・主な事故危険区間 50 箇所選定され、そのうち国道 17

号現道及びバイパスの当該路線並行区間に 10 箇所と

される。 

地域経済 

地域社会 

圏央道沿線では企業立地が進む中、圏央道開

通によるネットワーク化で、さらなる交通需要

が見込まれ、物流企業等の都心方面へのアクセ

ス改善が求められる 

田園都市産業ゾーン基本方針（H18） 
・圏央道インターチェンジから概ね 5km の範囲を基本

に、圏央道と広域幹線道路との結節点、広域幹線道路

の沿道などに限定し、田園環境と調和した産業基盤づ

くりを誘導・支援 

 

その他   

事業の有効性  

本事業の実施により、防災拠点として機能するために必要なネットワークが整備され、信越、東北方面の主要拠

点等からさいたま新都心へのアクセス性が強化。拠点間の物資輸送等の速達性が向上するとともに、地域の産業

活動支援、住民の安全性向上など有効性の高い事業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

さいたま

市 熊谷市 ０ ０．００ 
（A） 

０．００ 
（A） ０．００ ０．０５ ０．０３ － 

事業の効率性  

・都市計画決定（Ｈ元．１２） 

 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道２０号 

新山梨環状道路
しんやまなしかんじょうどうろ

（広瀬
ひ ろ せ

～桜井
さくらい

） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

関東地方整備局 

起終点 
自：山梨

やまなし

県笛吹
ふえふき

市石和
い さ わ

町広瀬
ひ ろ せ

 

至：山梨
やまなし

県甲府
こ う ふ

市桜井
さくらい

 
延長  ２．０ｋｍ 

事業概要  

新山梨環状道路は、甲府都市圏における交通の円滑化、甲府市と周辺市町村間の連絡強化などを目的とした 

全長約４３ｋｍの環状道路で、平成６年１２月に地域高規格道路の計画路線に指定された北部・南部・東部区 

間と中部横断自動車道を利用する西部区間によって構成される。 

 このうち、新山梨環状道路（広瀬～桜井）は、国道２０号から西関東連絡道路までを結ぶ延長約２ｋｍの事

業である。 

事業の目的、必要性  

市街地に用のない通過交通が減少し、山梨県が進めるまちづくり推進を支援するとともに、Ｈ３９年開業予

定のリニア中央新幹線新駅と年間560万人の観光客が訪れる峡東地域（笛吹市・甲州市・山梨市）を結ぶことで

地方創生を図る。 

全体事業費 約２３０億円 計画交通量 約16,300～21,000台／日 

事業概要図  

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【山梨県知事】 

 山梨県では、平成39年のリニア中央新幹線開業を見据え、まちづくりや観光施策等に取り組んでおり、リ

ニア開業による効果を県全域に波及させるため、道路ネットワークの整備は喫緊の課題です。 

 特に、当該区間については、県内の主要な観光地である峡東地域との連携が向上するため、新山梨環状道

路の中でも最優先で進めていただきたく、特段のご配慮をお願い致します。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了：都市計画決定・環境影響評価手続き完了（Ｈ２５．３） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ １．６ 

総費用 １６２億円 総便益 ２５７億円 基準年  

事 業 費：１５９億円 

維持管理費：  ３億円 

走行時間短縮便益：２１７億円 

走行経費減少便益： ２３億円 

交通事故減少便益： １７億円 

平成２７年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.5  (交通量   -10％) B/C＝1.6  (交通量    +10％) 

事業費変動 B/C＝1.4  (事業費   +10％) B/C＝1.8  (事業費     -10％) 

事業期間変

動 
B/C＝1.4  (事業期間  +20％) B/C＝1.6  (事業期間    -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

・西関東連絡道路や国道２０号等から流入する甲府市街地に用のない通過交通を減

少 

【国道20号（甲府中心地）の通過交通】 

現況：２４９百台/日（全体の４４％） → 整備後：２３０百台/日（全体の３９％） 

事故対策 － ・注目すべき影響はない。 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 
・山梨県都市計画マスタープラン(H23.3) にある都市間交流等の多様な交流を促進

し、都市の活力・賑わいの持続に寄与し、まちづくり推進を支援。 

地域経済 ◎ 

・今後、リニア開業で東京から山梨まで約３０分で結ばれることを見据え、対象区

間の整備により、県が進める東京都心から1時間圏を拡大し、峡東地域等の観光客

増加に貢献 

【リニア新駅～峡東地域※の所要時間（混雑時）】 

 （※道の駅 花かげの郷まきおかを代表として算出） 

 現況：約４３分   → 整備後：約２６分 （約１７分の短縮）  

災 害 － ・注目すべき影響はない。 

環 境 － ・注目すべき影響はない。 

地域社会 － ・注目すべき影響はない。 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定・環境影響評価手続き完了（Ｈ２５．３） 

・山梨県知事、甲府市長、笛吹市長より新山梨環状道路の早期事業化を要望。 

 

採択の理由 
 費用便益比が１．６と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定・環境影響評価手続きが完了し、事

業採択の前提条件が確認できる。 

 また、当該区間の渋滞緩和や地域経済等への効果が期待でき、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：川崎 茂信       

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 

別紙１ 
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新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 
 
 

 
 

事業の必要性  

災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークの形成、医療アクセス負担の軽減や多様な交流の促進、リニ

ア新駅と観光地間の速達性を向上によりさらなる観光振興などの経済成長に寄与するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・甲府地域の中心部である甲府市、甲斐市など

を管轄する消防本部の救急出場件数は県内の約

４割を占めており、渋滞による遅延は、医療活

動に支障をきたす恐れがある。 

※山梨のみちづくりビジョン(H21.3) 
・高次医療施設まで 30 分以上かかる地域が、まだ多く

残されている。 
・安心して暮らせる地域社会の形成や地域経済の活性

化を図るため、生活幹線道路ネットワークの形成を図

る。 

住民生活 

・甲府市街地周辺では、山梨県内の主要渋滞箇

所数の約８割が集中 

・国道２０号を含む幹線道路の渋滞は、山梨県

が進めるまちづくりの支障となっており、環状

道路の整備による、通過交通の排除が課題 

※山梨県都市計画マスタープラン(H23.3) 
・様々な都市活動を支え、都市の活力や賑わいを持続

させるためには、地域間の広域的な連携を図り、人・ 

物の多様な交流を促進させる都市づくりを進める必要

がある。 

地域経済 

地域社会 

・山梨県では、「リニア活用基本構想」を策定し、

リニア新駅と主要な観光地である峡東地域との

連携強化を目指している 

・対象区間では、幹線道路の渋滞により近年観

光客が増加傾向である峡東地域との連携が阻害

され、峡東地域への観光振興が喫緊の課題 

※リニア活用基本構想(H25.3) 
・リニア新駅と県内各地との円滑な移動を確保すると

ともに、できる限りの時間短縮に向け、道路整備を推

進します。特に、都心と１時間程度で結べるよう、リ 

ニア新駅と県内各地とを概ね 30 分で連絡可能なアク

セス 30 分圏域の拡大を目指す。 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価に変化はないものの、不通リンクの解消によりネットワー 
ク全体の防災機能が強化される。 

・また、本事業において、災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークが形成されるとともに、医療アク

セス負担の軽減、周遊性の向上による交流人口の拡大など有効性の高い事業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

甲府市 山梨市 ２ ０．５１ 
（C） 

０．５０ 
（C） ▲６．２８ ０．０６ ０．０６ ○ 

事業の効率性  

・都市計画決定・環境影響評価手続き完了（Ｈ２５．３） 

別紙２ 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道470号 （能

のう

越
えつ

自動
じ ど う

車道
しゃどう

） 

田鶴浜
た つ る は ま

七尾
な な お

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

北陸地方整備局 

起終点 
自：石川県七尾

な な お

市赤浦町
あかうらまち

 

至：石川県七尾
な な お

市千野
ち の

町
まち

 
延長 ３．４km 

事業概要  

能越自動車道は、石川県輪島市から北陸自動車道小矢部砺波ジャンクションに至る延長約１１７ｋｍの高規

格幹線道路であり、これまでに約９６ｋｍが供用済である。 

田鶴浜七尾道路は、能越自動車道の一部を構成する道路で、七尾市赤浦町から同市千野町に至る延長３．４

ｋｍの自動車専用道路である。 

事業の目的、必要性  

田鶴浜七尾道路は、高規格幹線道路ネットワークの形成による能登地域への企業活動、観光振興、救急搬送

を支援し、七尾市内の交通渋滞の緩和に寄与するものである。 

全体事業費 約９５億円 計画交通量 約７，３００台／日 

事業概要図  

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【石川県】 

「一般国道470号（能越自動車道）田鶴浜七尾道路」事業の予算化については、同意いたします。能越自動車

道は、北陸自動車道・東海北陸自動車道と連携し、能登地域の広域観光、産業活動等に大きく寄与するととも

に、災害時における緊急輸送道路として、県民の安全・安心の確保に大きな役割を担う重要な路線であります。

本事業箇所を含む能越自動車道全線の早期整備が図られるよう、格段のご高配を賜りますようお願い申し上げ

ます。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

一般国道 470 号（能越自動車道）田鶴浜七尾道路については新規事業として妥当である。 
 
 
事業採択の前提条件  

費用対便益：便益が費用を上回っている。 

手続きの完了：都市計画決定済み（平成２３年１２月１３日）であり、事業実施環境が整っている。 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
１．１ 

（１．２）

総費用 ８，０１３億円 総便益 ８，５３７億円 基準年  

事 業 費： 7,402億円 

維持管理費：  611億円 

走行時間短縮便益： 6,155億円

走行経費減少便益： 1,480億円

交通事故減少便益：  902億円

平成２７年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝0.97 (交通量   -10％) B/C＝1.2 (交通量   +10％) 

事業費変動 B/C＝1.1 (事業費   +10％) B/C＝1.1 (事業費   -10％) 

事業期間変 B/C＝1.1 (事業期間  +20％) B/C＝1.1 (事業期間  -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影

響

渋滞対策 ○ 主要渋滞箇所を含む当該区間の現道における渋滞の減少が見込まれる。 

事故対策 ○

北陸管内直轄国道における平均死傷事故率の約３倍である国道１５９号の七尾市街

地部当該区間の現道における事故の減少が見込まれる。 

【死傷事故率】 

［現況］１２７．２件／億台キロ→［整備後］９２．９件／億台キロ（約３割減少）

※当該区間に並行する路線国道１５９号の七尾市街地部における平均死傷事故率 

歩行空間 ○ 通過交通の抜け道となっている道路の安全・安心が確保される 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ○

第３次救急医療施設（能登総合病院）までの搬送時間短縮による救急医療活動の支

援が見込まれる。 

【最寄りICからの距離】 

［現況］約５．０ｋｍ→［整備後］約１．３ｋｍ（約３．７ｋｍ短縮） 

【主要渋滞箇所の通過】 

［現況］有→［整備後］無 

地域経済 ◎
北陸自動車道や東海北陸自動車道との接続により、能越自動車道を活かした企業誘

致の取組や最大都市圏をマーケットとする企業活動を支援。 

災 害 － 注目すべき影響は無い。 

環 境 － 注目すべき影響は無い。 

地域社会 ◎
対象区間の整備と観光地までのアクセス道路との一体的な整備により、周遊観光ネ

ットワークを形成。「H37年の観光入込客数の目標３，０００万人」に向けた取組を

支援。 

事業実施環境 ○

・都市計画決定 H23.12.13 

・石川県知事や七尾市長、能越自動車道建設促進期成同盟会より積極的な要望活動

が行われており、地元の期待は大きい。 

 

採択の理由 
 費用便益が一体評価で１．１、個別評価で１．２と便益が費用を上回っているとともに、都市計画手続きが完

了し、事業採択の前提条件が確認できる。 

 また、住民生活、地域経済、地域社会など事業効果は高いと判断できる。 

 以上より、本事業を平成２８年度予算概算要求の新規事業箇所として要求する。 
 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：川﨑 茂信     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※Ｂ／Ｃの上段の値は輪島IC（仮称）～小矢部砺波 JCTを対象とした場合、下段（　）書きの値は 

 事業化区間を対象にした場合の費用便益分析結果 

 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 
 

 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は輪島IC（仮称）～小矢部砺波JCTを対象とした場合、 

 下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果 

事業の必要性  

高規格幹線道路ネットワークの形成による能登地域への企業活動、観光振興、救急搬送を支援し、七尾市内の

交通渋滞の緩和に寄与するものである。 

 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

能越自動車道は、災害時における緊急輸送道路

として、県民の安全・安心の確保に大きな役割

を担う重要な路線であり、当該区間がミッシン

グリンク区間として「最後のワンピース」とな

っている。 

 

※北陸圏広域地方計画（H21.8） 

・地震発生時の救命救急や、応急復旧、さらに

は、復興に不可欠な交通ネットワークを確保す

るため、高規格幹線道路網やバイパスの整備を

行う。 

住民生活 

七尾市街地部は事故危険区間が連続し、死傷事

故率は、北陸管内直轄国道平均の約３倍である。

また、七尾城山 IC のアクセス道路が通過交通の

抜け道として利用され、住民生活の安全・安心

を阻害。 

※北陸圏広域地方計画（H21.8） 

・日常の暮らしにおける通院や３次救急医療施

設への交通アクセス等、救急活動に不可欠ない

のちと暮らしを支える地域交通ネットワーク

を強化するため、能越自動車道や主要都市の環

状道路の必要な整備を推進する。 

地域経済 

地域社会 

北陸新幹線開業や能越自動車道の延伸に伴い、

企業進出や主要な観光地の入込客が増加。しか

し、金沢地域と比べ、能登地域は減少・伸び悩

み傾向であり、能登の地域資源を活かした周遊

観光の促進が大きな課題。 

 

※北陸圏広域地方計画（H21.8） 

・北陸圏・中部圏に点在する観光地へのスムー

ズなアクセスを可能にし、それらを周遊する魅

力的な広域観光ルートを構築するため、両圏域

を繋ぐ高規格幹線道路を始めとする交通ネッ

トワークの必要な整備を推進する。 

その他  
 

 

事業の有効性 

・当該事業の実施により、能越自動車道全体の主要拠点間のリンクの評価がＣランク→Ｂランクに改善するとと

もに、事業区間単体においても累積脆弱度の変化量が減少し、ネットワーク全体の防災機能が強化される。 

・また、本事業において、高規格幹線道路ネットワークの形成による能登地域への企業活動、観光振興、救急搬

送支援、七尾市内の交通渋滞の緩和など有効性の高い事業と評価する。 

 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度の変

化量 

改善度 
評価

整備前 整備後 通常時 災害時 

七尾市 
（七尾市） 

氷見市 
（穴水町） 

２２ 
（２）

０．５７

（Ｃ）

０．０４

（Ｂ）

０．２４

（Ｂ）

０．０４

（Ｂ）

▲１６８．５９ 
（▲０．１７） 

０．０８ 
（０．０４） 

０．４１
（０．０３）

◎ 
（○）

事業の効率性 

都市計画決定済み（平成２３年１２月１３日） 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 一般国道１号藤枝
ふじえだ

バイパス 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

中部地方整備局 

起終点 
自：静岡

しずおか

県藤枝
ふじえだ

市仮宿
かりやど

 

至：静岡
しずおか

県島田
し ま だ

市野田
の だ

 
延長  １０．７km 

事業概要  

一般国道１号藤枝バイパスは、国道１号の交通渋滞の改善により企業活動の支援及び市街地部の交通安全の確

保を目的に計画された、静岡県藤枝市仮宿から島田市野田に至る延長１０．７kmの道路。 

 

事業の目的、必要性  

対象区間の整備により、沿線で計画されている4車線化を見据えた民間投資の拡大など、活発化する企業活動

を支援するとともに、市街地部の通学路をはじめとする、生活道路の安心･安全を確保。 

全体事業費 約３００億円 計画交通量   約５７,０００台／日 

事業概要図  

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 
関係する地方公共団体等の意見  

 藤枝バイパスは、藤枝市における内陸フロンティア推進区域や既存工業団地、広域防災拠点である富士山静

岡空港とのアクセス道路として重要な路線であることから、藤枝バイパスの円滑な交通を確保することは重要

な課題です。静岡県としても上記各拠点へアクセスする道路ネットワークの強化を図るため、地域の南北路線

の整備を進めているところであり、藤枝バイパスの4車線化事業に併せて一層の推進をしていきます。地域経済

の活性化や災害時の対応強化等、ストック効果が最大限に発揮されるよう、静岡県としても国･市と一体となっ

て広域的な道路ネットワークの整備を進めると共に、藤枝バイパスの事業推進に向けて連携して取り組んでい

くためにも、「国道1号 藤枝バイパス全線４車線化」の新規事業化と事業推進を強く希望します。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了：都市計画決定手続き完了(藤枝市:S46.3、島田市:S48.8) 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ ３．６ 

総費用 ２４２億円 総便益 ８６４億円 基準年  

事 業 費： 220億円 

維持管理費：  22億円 

走行時間短縮便益： 608億円 

走行経費減少便益： 167億円 

交通事故減少便益：  89億円 

平成２７年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝3.2  (交通量    -10％) B/C＝4.0   (交通量       +10％) 

事業費変動 B/C＝3.3  (事業費変動   +10％) B/C＝4.0   (事業費変動   -10％) 

事業期間変

 
B/C＝3.3  (事業期間変動 +20％) B/C＝3.9   (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

国道１号の物流の安定性が確保され、沿線地域の企業活動を支援 

【渋滞損失時間の改善】 

 現況 約139万人時間/年 → 整備後 約46万人時間/年（7割減少） 

【1㎞あたり渋滞損失時間】 

 現況 約13万人時間/年・km → 整備後 約4万人時間/年・km（7割減少） 

  ※静岡県平均：約11万人時間/年・km 

【渋滞度曲線】 

 中部管内直轄路線の４車線化･未事業化区間でワースト1位 

事故対策 ○ 

国道１号の安全性が確保され、沿線地域の住民生活を支援 

【死傷事故率】 

 現況 約143件/億台km（内谷～広幡間） 

→ 整備後 約29件/億台km（8割減少） 

※静岡直轄平均：85件/億台km 

【事故率曲線】 

 静岡県内直轄路線の自専道区間で 

ワースト３位（事業中区間除く） 

※車線あたり死傷事故率 

歩行空間 －  注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

市街地部への迂回交通が減少し、生活道路の安全･安心を確保 

［藤枝市街地の死傷事故率］ 

 現況 234件/億台km 

整備後 185件/億台km （約２割減） ※国道を除く、一般県道･主要地方道を対象 

地域経済 －  注目すべき影響はない。 

災 害 －  注目すべき影響はない。 

環 境 －  注目すべき影響はない。 

地域社会 ◎ 
民間投資の拡大、企業活動活性化に貢献 

（現在）藤枝市内への企業進出に対する問合せ企業が近年増加傾向 

（今後）４車線化を見据えた事業規模の拡大や新たな工業団地の立地が見込まれる 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定手続き完了（藤枝市:S46.3、島田市:S48.8） 

・国道1号藤枝バイパス整備促進委員会より早期事業化を要望。 

 

採択の理由 
費用便益比が３．６と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了していることから、事

業採択の前提条件が確認できる。 

 また、国道１号の国道１号藤枝バイパスの交通の速達性が確保され、藤枝・島田市内の民間投資拡大や企業活動

の活性化を支援するとともに、救急搬送時間短縮に伴う医療圏の拡大により、救急医療活動の円滑化を支援するこ

とから、事業の必要性・効果は高いと判断出来る 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

凡　　例

開　通　済

事　業　中

調　査　中

該 当 箇 所

藤枝バイパス
延長11.6km

島田金谷バイパス
延長10.4km

岡部バイパス
延長7.2km

至 東京

島田金谷IC

藤枝岡部IC

静岡IC

広幡IC

焼津IC

野田IC

清水IC
清水JCT

清水いはらIC

新清水JCT

新静岡IC

静岡SA
スマートIC

島田市

掛川市

焼津市

藤枝市

静岡市

362

150
473

150

1

1 150473

富士山静岡空港

該当箇所
延長10.7km

ふじえだ
しまだ かなや おかべ

至

名
古
屋

静清バイパス
延長24.2km

せいしん

至

東
京

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：川﨑 茂信      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 

 

静岡県

藤枝バイパス
ふじえだ



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道２４７号 

西知多E

に し ち た

AAE道路E

ど う ろ

A（AE東海E

とうかい

Aジャンクション） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

中部地方整備局 

起終点 
自：愛知県

あ い ちけ ん

東海市
と う かい し

新宝町
しんぽうまち

 

至：愛知県
あ い ちけ ん

東海市
と う かい し

東海町
とうかいまち

 
延長  ２.０ｋｍ 

事業概要  

一般国道２４７号西知多道路（東海ジャンクション）は、中部国際空港と名古屋港及び高規格幹線道路を連

絡し、名古屋都市圏自専道網を形成することで、国道２４７号の渋滞を緩和し物流効率化によるものづくり産

業の支援を目的に計画された道路。 

事業の目的、必要性  

対象区間の整備により、国道247号の物流の安定性が確保され、自動車産業等、ものづくり産業の円滑な企業

活動を支援するとともに、信頼性の高い空港へのアクセス道路の代替性が確保され、さらにインバウンド観光

やリニア中央新幹線の開通などによる交通需要の増加にも対応。 

全体事業費 約２８５億円 計画交通量  約１２，０００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

東海ＪＣＴについては、ＪＣＴ形式等の既設互層形式の構造物の隙間に新設構造物を施工することとなりま

すが、既設構造物との近接施工、管理者間での調整、高度な施工技術といった条件が重なり、高難度な技術力

が必要な事業であるため、直轄事業による実施をお願い申し上げます。また、知多地域においては、中部臨空

都市への企業進出、新たな工業団地計画などの地域開発、地域の渋滞緩和を図る国道155号東海拡幅などの道路

整備を沿線市と一体となって進めているところです。さらに、今後は西知多道路の整備と一体となってストッ

ク効果が最大限に発揮されるよう沿線市と連携して取り組んで行きますので、ご支援いただきますようお願い

申し上げます。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了：都市計画決定手続きの完了（Ｈ２６．４） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ １．７ 

総費用 ２１５億円 総便益 ３５５億円 基準年  

事 業 費：２０３億円 

維持管理費： １２億円 

走行時間短縮便益：２５２億円 

走行経費減少便益： ７２億円 

交通事故減少便益： ３０億円 

平成２７年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝１．４(交通量  －１０％) B/C＝１．７(交通量  ＋１０％) 

事業費変動 B/C＝１．５(事業費  ＋１０％) B/C＝１．８(事業費  －１０％) 

事業期間変

 
B/C＝１．６(事業期間 ＋２０％) B/C＝１．８(事業期間 －２０％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

国道２４７号の物流の安定性が確保され、自動車産業等、ものづくり産業の円滑な企業活動を

支援。 

【混雑度の変化】 

 現況 ２．１  ⇒  整備後 ０．８ 

事故対策 －  注目すべき影響はない。 

歩行空間 －  注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 －  注目すべき影響はない。 

地域経済 ◎ 

ピーク時旅行速度の向上等の円滑な企業活動を支援。 

【ピーク時旅行速度の変化（東海ＪＣＴ～加家ＩＣ北行き）】 

 現況 34ｋｍ/ｈ  ⇒  整備後 51ｋｍ/ｈ 

災 害 －  注目すべき影響はない。 

環 境 －  注目すべき影響はない。 

地域社会 ◎ 

信頼性の高い空港へのアクセス道路の代替性が確保され、さらにインバウンド観光やリニア中

央新幹線の開業などによる交通需要の増加にも対応 

  

【中部国際空港～名古屋駅の所要時間】 

 現況 48分～60分（ばらつき：12分）  ⇒  整備後 45分～50分（ばらつき：5分） 

参考）知多半島道路のばらつき 38分～42分（ばらつき：4分） 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定手続きの完了（Ｈ２６．４） 

・愛知県知事、名古屋市長、東海市長、知多市長、常滑市長が早期事業化を要望。 

 

採択の理由 
 費用便益比が１．７と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了していることから、事

業採択の前提条件が確認できる。 

 また、国道247号の物流の安定性が確保され、自動車産業等、ものづくり産業の円滑な企業活動を支援するとと

もに、信頼性の高い空港へのアクセス道路の代替性が確保され、さらにインバウンド観光やリニア中央新幹線の

開通などによる交通需要の増加にも対応することから、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：川﨑 茂信     

      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 

 

西知多
に し ち た

道路 

愛知県 

（東海
とうかい

ジャンクション） 

弥富ＩＣ

蟹江ＩＣ

名古屋西ＩＣ
名古屋西JCT

名
港
潮
見
ＩＣ

名
港
中
央
ＩＣ

飛
島
ＩＣ

名古屋南JCT
大府西ＩＣ大府ＩＣ

有松ＩＣ

常滑JCT

大府東海ＩＣ

東浦知多ＩＣ

阿久比ＩＣ

半田中央ＩＣ・JCT

りんくうＩＣ

セントレア東ＩＣ

半田ＩＣ

名
古
屋
第
二
環
状
自
動
車
道

伊勢湾岸自動車道

302

155
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調 査 中
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事業概要 

一般国道
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７．１ｋｍ

事業の目的

本道路は

全・安心の

全体事業費

事業概要図

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地

【兵庫県知

北近畿豊

地帯解消や

豊岡道路

客数の増加

域防災拠点

えています

 つきまし

します。 

 
学識経験者

・新規事業

 
事業採択の

・費用対便

・手続きの

豊岡

概要 

一般国道４８

（北近畿
き た き ん き

豊岡
とよおか

自：兵庫県豊
と

至：兵庫県豊
と

道４８３号北

これまでに約

ｍのうち豊岡

的、必要性 

は災害時にも

の確保、ネッ

費 

図 

 

地方公共団体等

知事】 

豊岡自動車道

や、但馬地域

路の整備によ

加や、但馬地

点「コウノト

す。 

しては、北近

者等の第三者委

業化については

の前提条件 

便益  ：便益

の完了 ：都市

岡道路 
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岡
か
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豊岡
とよおか

市戸
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牧
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さ の
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岡～豊岡南間

 

も機能する信

ットワーク整

約１

 

等の意見 

道は、山陰近

域と阪神都市

より、「城崎

地域唯一の三

トリ但馬空港

近畿豊岡自動

委員会の意見

は妥当である

益が費用を上

市計画決定・

兵庫県 

豊岡
とよおか

道路 

野
の

 

自動車道は、

が暫定２車線

間の２．０ｋ

信頼性の高い
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３０億円 

 

近畿自動車道

市圏との交流

崎温泉」、

三次救急医療

港」等への新

動車道 豊岡

見  

る。 

 

上回っている 

環境影響評価

豊岡市を起

線で開通し１

ｋｍである。

い高速ネッ

速達性を向上

道等と高速道

流・連携の強
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療機関「豊岡

新たなアクセ

岡道路（豊岡

価手続き完了

事業 

区分 
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トワークの形

上し観光の活

計画交

道路ネットワ

強化に資する

の郷公園」

岡病院」の医

セスの確保な

南IC～豊岡I
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新規

般国道 

波市に至る延

ｍが事業中で

形成、医療ア

活性化に貢献す

通量  

ークを形成

極めて重要

、「山陰海

医療圏域拡大

など、大きな

IC、2km）の
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規事業採

事業 

主体 

国

近

延長  ２

長約７０ｋ

あり、本道路

アクセス負担

するものであ

 約１３，

し、日本海側

な道路です。

海岸ジオパー

、災害時に

ストック効果

平成28年度

択時評価

土交通省 

近畿地方整備局
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ｍの自動車専

路は未事業化

担を軽減し地

ある。 

８００台／

側高速道路網

。 

ク」等への観

おける豊岡病

果が発揮され

予算化をお願

豊岡道路
延長 2.0km

日高豊岡南道路

 （事業中）

延長 6.1km

八鹿日高道路

 （事業中)

(H28 開通予定）

延長 9.7km

和田山八鹿道路

（H24.11 開通）

延長 13.7km
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価結果（平
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事業実施

 

採択の
 費用便

 また、

安全・安

 以上よ
 

年度新規事

評価結果 

Ｂ／Ｃ 

感度分析の結果

評価項目

渋滞対策

事故対策

歩行空間

住民生活

地域経済

災 害

環 境

地域社会

施環境 

の理由 
便益比が１．

、豊岡道路の

安心を確保、
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新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 
 
 

 

事業の必要性  

災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークの形成、医療アクセス負担を軽減し地域の安全・安心の確

保、ネットワーク整備により速達性を向上し観光の活性化に貢献するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・平成 16 年の台風 23 号では、円山川の氾濫に

より国道 312 号等の浸水・通行止めが発生し、

豊岡市街地が孤立 

・災害拠点病院である豊岡病院等への県南部か

らの支援ルートが途絶えるなど、災害時に機能

する道路ネットワークの構築が課題 

※近畿圏広域地方計画（H21.8） 
・災害時に救援・救助や迅速な復旧・復興活動を円滑

に行うため、防災相互通信波等の活用、代替可能な複

数の輸送・移動経路の確保や基幹的広域防災拠点等の

整備・機能強化を図るとともに、道路、河川、港湾・

航路、空港・ヘリポート等の災害時にも機能する輸送

路等の整備・保全を推進する。 

住民生活 

・但馬地域の第三次救急医療施設は豊岡病院 

のみで、病院到着まで 60 分を超える圏域が存 

在 

・さらに、降雪時は速度低下発生により 60 分圏

域が縮小し、救命率の低下が課題 

※近畿圏広域地方計画（H21.8） 
・救急車両により患者所在地から第３次救急医療機関

まで概ね30分以内に患者を搬送できる地域又はドクタ

ーヘリが待機地から患者所在地まで概ね30分以内に到

達できる地域の拡大を図る。 

地域経済 

地域社会 

・北近畿豊岡自動車道は、京阪神地域と兵庫県

北部の但馬地域との一体化を図る高規格幹線道

路であるが、但馬地域北部ではミッシングリン

クが存在 

※近畿圏広域地方計画（H21.8） 
・日本海沿岸地域間や京阪神都市圏と北近畿等との間

の交通利便性を高めるため、鳥取豊岡宮津自動車道や

北近畿豊岡自動車道等の必要な整備を推進する。 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価が Dランク→Cランク（ C ランク→Bランク）に改善する

とともに、不通リンクの解消によりネットワーク全体の防災機能が強化される。 

・また、本事業において、災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークが形成されるとともに、医療アク

セス負担の軽減、地域の安全・安心の確保、速達性向上による観光の活性化への貢献など有効性の高い事業と評

価する。 

道
路
ネ
勏
ト
ワ
勖
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 

評価

整備前 整備後 通常時 災害時 

三木総合

防災公園 但馬空港 18 
（10）

1.00 
[D] 
0.40 
[C] 

0.53 
[C] 

0.33 
[B] 

▲ 425.44 
（▲ 38.21） 

0.10 
（0.02） 

0.56 
（0.09） ◎

事業の効率性 

都市計画決定、環境影響評価手続き完了（Ｈ２７．６．２３） 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は和田山 JCT・IC～豊岡北 IC（仮称）を対象とした場合、 

 下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道２号 

大阪
おおさか

湾岸
わんがん

道路西伸部
せ い しん ぶ

（六甲
ろっこう

アイランド北～駒
こま

栄
え

） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

近畿地方整備局 

起終点 
自：兵庫県神戸市東灘

ひがしなだ

区向洋町
こうようちょう

東
ひがし

 

至：兵庫県神戸市長田
な が た

区南駒栄
みなみこまえ

町
ちょう

 
延長  １４．５ｋｍ 

事業概要  

大阪湾岸道路は、神戸淡路鳴門自動車道の垂水JCT から関西国際空港線のりんくうJCT に至る延長約80km 

の自動車専用道路である。一般国道２号 大阪湾岸道路西伸部（六甲アイランド北～駒栄）は、大阪湾岸道路の

一部を構成する道路で、兵庫県神戸市東灘区から長田区に至る延長１４．５ｋｍの自動車専用道路である。 

事業の目的、必要性  

本道路は既存の大阪湾岸道路と連続し、阪神臨海地域の交通負荷を軽減し、交通渋滞や沿道環境などの交通

課題の緩和を図るとともに、国際戦略港湾である阪神港の機能強化による物流の効率化、災害や事故など緊急

時の代替機能確保等に寄与するものである。 

全体事業費 約５，０００億円 計画交通量 約５１，０００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【神戸市長】 

一般国道２号大阪湾岸道路西伸部（六甲アイランド北～駒栄）の予算化につきましては、同意いたします。 

一般国道2号大阪湾岸道路西伸部の整備により、大阪湾ベイエリアにおける環状道路が形成され、関西三空港

を有機的に連携するとともに、国策で進める国際コンテナ戦略港湾・阪神港の機能強化につながります。 

国におかれましては、事業の推進にあたり、建設コストの縮減や有料道路事業枠の拡大等についてご検討い

ただきますようお願いいたします。また、本市としましては事業者とともに地域や神戸港利用者の理解や協力

を得ながら取り組んで参りますので、大阪湾岸道路西伸部の一日も早い完成に向け、お願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている 

・手続きの完了 ：都市計画決定・環境影響評価手続き完了（Ｈ２１．３．６） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ １．０１ 

総費用 ３，６８０億円 総便益 ３，７２５億円 基準年  

事 業 費：３，４０７億円 

維持管理費：  ２７２億円 

走行時間短縮便益：３，５７０億円 

走行経費減少便益：  １１５億円 

交通事故減少便益：   ３９億円 

平成２７年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝0.8  (交通量  -10％) B/C＝1.3  (交通量  +10％) 

事業費変動 B/C＝0.9  (事業費  +10％) B/C＝1.1  (事業費  -10％) 

事業期間変動 B/C＝0.96  (事業期間  +20％) B/C＝1.1  (事業期間 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

・並行する一般国道２号及び阪神高速３号神戸線の混雑の緩和が見込まれる。 

［一般国道２号の混雑度］現況 1.11 → 整備後 1.02 

［阪神高速３号神戸線の混雑度］現況 1.47 → 整備後 1.08 

事故対策 ◎ 

・交通転換が図られ、死傷事故率が高い区間の事故の減少が見込まれる。 

［並行する阪神高速３号神戸線のkm当たりの事故件数］ 

 現況 37.6件/km/年 → 整備後 27.4件/km/年 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

・都心部での慢性的な渋滞が緩和し、通勤等の定時性・速達性の向上が図られ、住民

生活や円滑な企業活動を支援。 

［神戸市西区（玉津IC）から大阪駅へのアクセス時間］ 

現況 96分 → 整備後 64分（32分短縮） 

地域経済 ◎ 

・地域間の所要時間の短縮により、神戸港・大阪港へのアクセス性が向上し、阪神港

の｢集貨｣｢創貨｣促進や「国際競争力の強化」が図られる。 

［神戸市西区（玉津IC）から神戸港へのアクセス時間］ 

現況 45分 → 整備後 31分（14分短縮） 

災 害 ○ 
・大規模地震時の強震域を避け、津波発生時においても通行可能な道路ネットワー

クが確保され、復興時においても早期の道路啓開や物資輸送等の復興活動を支援。 

環 境 ◎ 
・並行する一般国道２号及び阪神高速３号神戸線の渋滞緩和による沿道環境の改善。 

［沿道環境の改善効果（大型車類のNOx排出係数）］ 

現況 0.39g/km・台 → 整備後 0.27g/km・台 

地域社会 ○ 

・神戸市では、ポートアイランドにおいて先端医療技術の研究開発拠点を整備し、21

世紀の成長産業である医療関連産業の集積を図る「神戸医療産業都市構想」を推進

中。H26.3には「国家戦略特区」に指定されるなど、我が国最大の医療産業クラス

ターに成長しており、これら構想・計画を更に支援。 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定、環境影響評価手続き完了（Ｈ２１．３．６） 

・兵庫県知事、神戸市長より、国主体による平成２８年度事業化を要望 

 

採択の理由 
費用便益比が１．０１と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる。 

また、大阪湾岸道路西伸部の開通により阪神臨海地域の交通負荷を軽減し、交通渋滞や沿道環境などの交通課

題の緩和が期待でき、国際戦略港湾である阪神港の機能強化による物流の効率化、災害や事故などの緊急時の代

替機能確保等に寄与するなど事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：川﨑 茂信     

     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 

 

兵庫県 

大阪湾岸道路　 延長 約80km［うち開通済 延長 約59km］

大阪湾岸道路西伸部　 延長 20.9km

延長 6.4ｋｍ

垂水JCT

布施畑JCT

西宮IC

天保山
JCT

助松JCT

白川
JCT

りんくうJCT

神戸空港

神戸港

大阪港

国際コンテナ戦略港湾
「阪神港」

神戸市 芦屋市
西宮市

尼崎市

大阪市

堺市

泉大津市

岸和田市

貝塚市

泉佐野市

高石市

ポートアイランド

六甲アイランド

大阪湾岸道路西伸部

（六甲アイランド北～駒栄）
延長 14.5ｋｍ

おおさかわんがんどうろせいしんぶ

ろっこう きた こまえ

都市計画決定（H6.9） 都市計画決定（H21.3）
延長 14.5ｋｍ

兵庫県

大阪府

大阪湾岸道路西伸部 
（六甲アイランド北～駒栄） 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 
 
 

 

事業の必要性  

一般国道２号 大阪湾岸道路西伸部（六甲アイランド北～駒栄）は既存の大阪湾岸道路と連続し、阪神臨海地

域の交通負荷を軽減し、交通渋滞や沿道環境などの交通問題の緩和を図るとともに、国際戦略港湾である阪神港

の機能強化による物流の効率化、災害や事故などの緊急時の代替機能確保等に寄与するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・現在の幹線道路は市街地中心部に集中。兵庫

県南部地震の強震域（震度７の帯）の地震発生

時に、救助活動を支援するアクセス路の確保が

課題 

※神戸創生戦略（H27.10） 
・「神戸市国土強靭化地域計画（仮称）※」に基づき、

あらゆる災害等を想定（土砂災害、浸水、地震、津波

など）しながら、どんな事が起ころうとも最悪な事態

に陥ることが避けられるような「強靭」な行政機能や

地域社会をつくりあげます。 

住民生活 

・並行する国道 2号、阪神高速 3号神戸線等は、

慢性的な渋滞が発生 

・阪神高速 3 号神戸線の渋滞損失額は全国の都

市高速道路の中でワースト 1 位となっており、

通勤等の定時性・速達性が課題 

※神戸創生戦略（H27.10） 
・大阪湾岸道路西伸部の早期事業化や神戸西バイパス

等の整備を進めるとともに、高速道路を賢く使う料金

体系を実現し、広域幹線道路ネットワークの強化を目

指します。 

・事業中・計画路線を選択と集中により効果的に整備

するとともに、市内の主要な渋滞の解消を図り、主要

幹線道路ネットワークを構築します。 

地域経済 

地域社会 

・大阪湾岸道路は、国際コンテナ戦略港湾阪神

港、大阪･関西･神戸の３空港等の重要な物流拠

点を連絡する道路であるが、神戸市六甲アイラ

ンド以西が未事業化 

・阪神港の機能強化のため、両港間及び神戸港

へのアクセス性向上が課題 

※神戸創生戦略（H27.10） 
・西日本を中心とした広域からの貨物集約等による「集

貨」、産業集積による「創貨」、高規格コンテナバース

整備による「競争力強化」を軸に、西日本の産業を支

えるゲートポートとして国際基幹航路等の維持・拡大

を図ります。 

・併せて在来貨物の拡大に向けた取り組みを事業者と

協力しながら進めることにより神戸港の港勢拡大を図

り、神戸経済の活性化や安定した雇用の創出につなげ

ます。 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価に変化はないものの、不通リンクの解消によりネットワー

ク全体の防災機能が強化される。 

・また、本事業において、災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークが形成されるとともに、阪神臨海

地域の交通負荷を軽減し、交通渋滞や沿道環境などの交通問題の緩和を図るとともに、国際戦略港湾である阪神

港の機能強化による物流の効率化への貢献など有効性の高い事業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

神戸空港 兵庫県庁 5 0.62 
（C） 

0.53 
（C） ▲ 1.12 0.02 0.13 ○ 

事業の効率性  

都市計画決定、環境影響評価手続き完了（Ｈ２１．３．６） 

 



 

 

事業の概

事業名 

起終点 
自

至

事業概要 

山陰自動

福光・浅

ｍの自動車

事業の目的

福光・浅

の民間投資

全体事業費

事業概要図

 

 

関係する地

【島根県知事

一般国道９

島根県では

しい県西部に

当該道路に

討が始まって

また日本海

の長期構想に

あわせて当

の完成を目標

つきまして

なお、全線

法について検

 

学識経験者

・新規事業

 

事業採択の

 費用対便

 手続きの

     

位置図

概要 

一般国道９

福光
ふくみつ

・浅利
あ さ り

自：島
しま

根
ね

県大田
おお

至：島
しま

根
ね

県江津
ごうつ

動車道は、鳥

浅利道路は、

車専用道路で

的、必要性 

浅利道路は、江

資の促進等に

費  約

図 

地方公共団体等

事】 

号（山陰自動車

は、地方創生に向

においては、工業

に隣接する江津地

ています。 

海側拠点港「浜田

に基づき港湾整備

当該工業団地のア

標に整備を進めて

ては島根県のこれ

線供用までの当面

検討していただき

者等の第三者

業化については

の前提条件 

便益 ：便益が

の完了：計画段

    都市計

山口県

号（山陰
さんいん

自動

利道路 

田
おだ

市温泉津
ゆ の つ

町
ちょ

津
つ

市松川
まつかわ

町
ちょう

上
か

 

鳥取県鳥取
とっとり

市か

山陰自動車道

ある。 
 

江津
ご う つ

市・大田
お お だ

寄与するもの

２９０億円 

 

等の意見 

車道）「福光・浅

向け地域産業の振

業団地や港湾の整

地域拠点工業団地

田港」については

備の拡充に取り組

アクセス道路で、

ています。 

れらの取組みの成

面現道を活用する

きますようよろ

者委員会の意

は妥当である

が費用を上回

段階評価手続

計画決定・環

岡山

鳥取県

広島県

島根県

福光・浅利道路

動車道） 

町
う

福光
ふくみつ

 

上河戸
かみかわど

 

から山口県美
み

道の一部を構

田
だ

市間におけ

のである。 

 

浅利道路」事業を

振興や企業立地

整備に取り組んで

地では、山陰道

は、対岸諸国に近

組んでいくこと

、かつ山陰道と繋

成果がより早期に

る期間は、道路利

しくお願いいた

意見  

る。 

 

回っている 

続き完了（Ｈ２

環境影響評価手

県

路

供 用

事 業

該 当 箇

凡　　　

供 用 中 区 間

調 査 中 区 間

対 象 区 間

美祢
み ね

市に至る延

構成する道路で

る緊急輸送道

を予算化するこ

の促進による雇

できており、こ

のルートが示さ

近接する特性を

としています。 

繋がる県道浅利

に発揮できます

利用者に対して

たします。 

２５．７．４

手続き完了（

中

中

所

　　　　　　例

間 

間 

間 

事業 

区分 
一般国

延長約３８０

で、大田市温

道路の確保、

計画交

とについて同意

雇用の確保につな

れは山陰道の整

れたことを契機

を活かした国際貿

利渡津線を平成３

よう「福光・浅

安全で一貫した

） 

（Ｈ２７．９．

新規

国道 

０ｋｍの高規

温泉津町から江

３次医療施設

通量 

意いたします。 

なげることに全力

整備が前提となっ

機に急速に企業が

貿易の拠点として

３０年、浜田港と

浅利道路」の早期

たサービスを提供

１５） 

規事業採

事業 

主体 

国土

中国

延長  ６

規格幹線道路で

江津市松川町

設への速達性

約１５，０

力で取り組んでい

っています。 

が進出して概ね完

ての機能強化を図

と山陰道をつな

期整備をお願いい

供する観点から、

択時評価

土交通省 

地方整備局

．５㎞ 

である。 

町に至る延長

性向上、企業

０００台／日

います。特に人

完売となり、団

図るため、来年

ぐ臨港道路は平

いたします。 

、国による統一

価結果（平

長６．５ｋ

業進出など

 

人口減少の著

団地拡大の検

年度策定予定

平成２９年度

一的な管理方

平成２８年

事業評

費
用
対
便
益 

感

事
業
の
影
響 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

事業実施

 

採択の
費用便

が確認で

 また、

の民間投

以上よ
 

  ※総費

 ※B/C

  事業

年度新規事

評価結果 

Ｂ／Ｃ 

感度分析の結果

評価項目

渋滞対策

事故対策

歩行空間

住民生活

地域経済

災 害

環 境

地域社会

施環境 

の理由 
便益費が1.2

できる。 

、江津市～大

投資の促進等

より、本事業

費用、総便益

Cの上段の値

業化区間を対

事業化箇所

１．２

(１．５

交通量変動

事業費変動

事業期間変

評価

策 － 注

策 ○ 

交

【交

間 － 注

活 ◎

３

関

済 ○
高

ま

◎

国道

の安

 

－ 注

会 ○
江津

ま

○
・都

・

2(1.5)と便益

大田市間にお

等、当該事業

業の新規事業

益とその内訳

値は宍道JCT～

対象にした場

所） 

２ 

５)

総費用

事業費

維持管

動 B/C=1.1

動 B/C=1.2

変動 B/C=1.2

目すべき影響

通分散によ

交通事故致死

国道9号福光

目すべき影響

次救急医療機

６０分圏域の

江津
ご う つ

市役所

大田
お お だ

市・川
か

速ネットワー

れる。 

道９号(現道

安全性や信頼

 国道9号通

目すべき影響

津市から松江

れる。 

都市計画決定

島根県知事

益が費用を上

おける緊急輸

業の必要性・

業化について

訳は、各年次

～浜田JCTを

場合の費用便

４，１２７

 

費： 3,7

管理費： 3

（交通量

（事業費

（事業期

響はない 

り、半数を占

死率（H22～H2

光浅利間：23

全国平均：0.

（※全国平均

響はない 

機関（島根県

の拡大により

所～島根県立

川本町
かわもとまち

・美郷
みさとち

ークへのアク

道)が災害等に

頼性が向上 

通行止め時の移

響はない 

江市(県庁所

定、環境影響

より、福光～

上回っている

輸送道路の確

効果は高い

ては妥当であ

次の価額を割

対象とした場

便益分析結果

７億円 
総便

749億円 

378億円 

量 -10 ％） 

費 +10 ％） 

期間 +20 ％） 

占める正面衝

5年平均値】 

.1％（全国平

.7％、中国地

均、中国地方、

県立中央病院

り地域の安全

立中央病院（出
い

郷町
ちょう

における

クセス向上が

による通行止

移動時間：約

所在地)への連

響評価手続き

～浅利間の平

るとともに、

確保、３次救

いと判断でき

ある。 

割引率を用い

場合、下段

果 

便益 
４，

 

走行時間短縮便益

走行費用減少便益

交通事故減少便益

B/C=1.3

B/C=1.2

B/C=1.2

根拠 

衝突事故等の

平均の33倍、中

地方平均：0.9％

、島根県はH2

院等）へのア

全・安心を確

出雲
い ず も

市）の所

３次救急医療

約42.

が図られ、企

止め時におい

約63分(県道経

連絡時間が短

き完了（Ｈ２

平成２８年度

都市計画手

救急医療機関

る。 

て基準年の価

（）書きの値

担 

担当

９６２億円

益： 3,914億円

益： 734億円

益： 314億円

3 （交

2 （事

2 （事

の事故件数の

中国地方平均

％、島根県平

23～H26平均値

アクセス時間

確保 

所要時間：約

療機関60分圏

7千人→約43

企業進出など

いても、緊急

経由)→約22分

短縮し、地域

２７．９．１

度新規事業化

手続きが完了

関への速達性

価値に換算し

値は 

当 課：道

当課長名：川

基準年 

平成

交通量 +10 ％）

事業費 -10 ％）

事業期間 -20 ％）

の減少が見込

の26倍、島根

平均：1.9％ 

値） 

間の短縮、３

85分→約70分

域人口： 

3.8千人（約

どの民間投資

急輸送道路が

分(福光・浅利

域間のアクセ

１５） 

化を要望 

し、事業採択

向上、及び企

し累計したも

道路局 国道

川崎 茂信

 

成２７年 

） 

） 

） 

込まれる。

根県平均の12倍

３次救急医療

分（15分短縮

約1.1千人増加

資の促進が見

が確保され道

利道路経由)

セス向上が見

択の前提条件

企業進出な

もの。 

道・防災課

    

倍）

療機

縮）

加）

見込

道路

見込

件

ど



 

新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 
 
 

 

事業の必要性  

 現道の課題箇所を回避し、災害時等にも機能する信頼性の高いネットワークを形成し、高速ネットワークへの

アクセス向上により民間投資が促進され、地域活性化に寄与するものである 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・国道９号福光～江津間には、防災点検要対策

箇所が存在し、過去にも豪雨災害により、洪水

のみならず多くの箇所で土砂災害が発生してお

り、緊急輸送道路としての信頼性に課題。 

※中国圏広域地方計画（H21.8） 
・広域的な防災、危機管理体制の強化を図るため、都市

における業務中枢機能の相互ネットワーク化や、交通、

情報通信、ライフライン等の社会基盤の広域的な多重

化・多元化を進める。 

住民生活 

・医師減少により医療体制が衰退し、県東部（出

雲市）の第３次救急医療機関への広域搬送が増

加傾向である。 

・浜田・江津・大田圏域には、NICU（新生児集

中治療管理室）が無いため、高度な治療が必要

な場合は、県東部への搬送が必要。 

※中国圏広域地方計画（H21.8） 
・人口規模が小さくても現状では、生活サービス機能を

提供することが期待される小都市においては、今後の人

口減少により医療機能等の維持が困難になることも予

想されることから、近隣都市圏との機能連携を進める。

・中国圏のあらゆる地域で高度な医療サービスや教育の

享受を可能にするため、都市圏間をネットワークする高

規格幹線道路網の整備や、搬送時間の短縮に資するドク

ターヘリ等の医療体制の構築を図る。 

地域経済 

地域社会 

・高速ネットワーク整備が進む島根県東部では

企業進出が進んでいるが、整備が遅れている島

根県西部では、企業進出が遅れている。 

※中国圏広域地方計画（H21.8） 
・生活、産業等における都市と中山間地域等の多様な交

流を拡大するとともに、圏域内外の地域間交流を支える

基幹的な交通機能の整備や、地域特性に応じた高度情報

通信ネットワークの強化を促進する。 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価がＣランク→Ｂランク（Ｃランク→Ｂランク）に改善する

とともに、当該地区を通過する拠点間の累積脆弱度が解消し、防災機能の強化が図られる。 

・また、災害時においても機能する道路ネットワークを形成し、医療活動や経済活動を支援する有効性の高い事

業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 

評価

整備前 整備後 通常時 災害時 

島根県庁 

 

 
(島根県庁） 

大田市 

 

 

(浜田市) 

17 

 

 

(9) 

0.54 

(C) 

 

0.34 

(C) 

0.04 

(B) 

 

0.05 

(B) 

▲44.81 

 

 

(▲ 6.15) 

0.16 

 

 

(0.02) 

0.58 

 

 

(0.31) 

◎

事業の効率性 

・計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．７．４） 

 ※道路ネットワークの防災機能の上段の値は宍道JCT～浜田JCTを対象とした場合、 

下段（）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果 



 

 

事業の概

事業名 

起終点 
自

至

事業概要 

一般国道

な幹線道路

象時通行規

援を目的と

事業の目的

一般国道

と長門
な が と

市を

が悪い状況

や事前通行

状況を踏ま

策箇所や異

全体事業費

事業概要図

 

 

関係する地

【山口県知事

 このたび、

 これに並行

安全・安心の

 しかし、当

て、この地域

 つきまして

の実施をお願

 なお、山口

射炉等が｢明治

必要なアクセ

 

学識経験者

・新規事業

 
事業採択の

 費用対便

 手続きの

位置図

概要 

一般国道４

俵山
たわらやま

・豊田
と よ た

自：山口
やまぐち

県下
しも

至：山口
やまぐち

県長
なが

道４９１号は

路である。俵
たわ

規制区間を回

として計画さ

的、必要性 

道４９１号お

を結ぶ主要な

況にある。ま

行規制も多い

まえ、俵 山
たわらやま

・

異常気象時通

費  約

図 

地方公共団体等

事】 

俵山～豊田間の

行する一般国道４

の確保や、産業・

当該区間には未改

域における施工に

て、一般国道４９

願いします。 

口県としては、山

治日本の産業革命

セス道路の整備を

者等の第三者

業化については

の前提条件 

便益 ：便益が

の完了：計画段

山口県

俵山・豊田
たわらやま とよた

９１号（山
さんい

田
た

道路 

下関
のせき

市豊田町
とよたちょう

長門
がと

市俵
たわら

山
やま

小原
こば

 

、下 関
しものせき

市を

俵 山
らやま

・豊田
と よ た

道

回避し、地域の

れた山口
やまぐち

県下
し

 

よび（主）下
し

南北軸である

た、当該区間

ことから、日

・豊田
と よ た

道路の

行規制区間の

５７０億円 

 

等の意見 

のルートが決定さ

４９１号も、山陽

観光振興を図る

改良区間があり、

には、厳しい地形

９１号長門・俵山

山陰地域において

命遺産｣として世

を進めてまいりま

者委員会の意

は妥当である

が費用を上回

段階評価手続

鳥

広島県

島根県

道路

陰
いん

自動車道）

町八道
や じ

 

原
ら

 

を起点とし、山
や

路は、並行す

の安全・安心

下 関
しものせき

市豊田町
とよたちょ

下 関
ものせき

長門
な が と

線は

る。しかし、

間は代替機能

日常生活はも

の整備により、

の回避、救急

 

された山陰道は、

陽地域と山陰地域

る上でも重要な役

、平面・縦断線形

形条件等から長大

山道路に引き続

て急務となって

世界遺産に登録

ます。 

意見  

る。 

 

回っている 

続き完了（Ｈ２

岡山県

鳥取県

） 

山口
やまぐち

県北西部

する一般国道

心の確保及び

町
ょう

八道
や じ

から長
な

は、山口
やまぐち

県の

当該区間は、

能を有する路線

もとより、地域

、交通障害の

急医療の向上及

、本県山陰地域

域を連絡する陰

役割を担う基幹

形不良区間が多

大トンネルなど

き、当該区間に

いる地域振興や

されたことなど

２８．３．３

事業 

区分 
一般国

部地域の内陸部

道４９１号や

異常気象時の

長門
が と

市俵 山
たわらやま

小
こ

の北西部地域に

、平面線形、

線がないにも

域の経済活動

の回避や、安

及び生活圏域

計画交

の道路ネットワ

陰陽連絡道路であ

道路です 

多く、要防災対策

、高度な技術力

においても、高速

や地域活性化に向

どを活かし、今後

） 

新規

国道 

部を通過し長
な

（主）下 関
しものせき

長
な

の俵 山
たわらやま

地区の

小原
こ ば ら

に至る延

に位置し、当

縦断線形の悪

もかかわらず

動にも多大な支

安全で信頼性の

域間の連携を

通量 

ワークの根幹をな

あり、第２次緊急

策箇所や事前通行

力が必要とされま

速自動車国道に並

向け、平成２７年

後、山陰道を前提

規事業採

事業 

主体 

国土

中国

延長  １

長門
な が と

市に至る

長門
な が と

線の要防

の孤立の回避

延長１３．９k

当該地域の主要

悪い区間が連

、要防災対策

支障をきたし

の高い道路網

を促進するもの

約９，１０

なすこととなる重

急輸送ルートに

行規制区間が存在

ます。 

並行する自動車線

年に北部九州の施

提とする新たな戦

択時評価

土交通省 

地方整備局

３．９㎞ 

る延長約５０k

防災対策箇所

避、救急医療

km の道路であ

要都市である

連続しており

策箇所が集中

している。こ

網を構築し、

のである。

００台／日

重要な路線です。

も指定されるな

在するなど脆弱

線用道路として

施設とともに県

戦略を策定する

価結果（平

km の主要

所、異常気

療活動の支

ある。 

る下 関
しものせき

市

、走行性

中し、災害

のような

要防災対

。 

など、地域の

弱です。加え

て、直轄事業

県北部の萩反

とともに、

平成２８年

事業評

費
用
対
便
益 

感

事
業
の
影
響 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

事業実施

 

採択の
費用便

 また、

と判断で

以上よ
 

  ※総費

 ※B/C

  事業

年度新規事

評価結果 

Ｂ／Ｃ 

感度分析の結果

評価項目

渋滞対策

事故対策

歩行空間

住民生活

地域経済

災 害

環 境

地域社会

施環境 

の理由 
便益比が1.4

、代替路の確

できる。 

より、本事業

費用、総便益

Cの上段の値

業化区間を対

事業化箇所

１．４

(１．２

交通量変動

事業費変動

事業期間変

評価

策 － 注

策 ○ 

線

【線

・

・下

間 － 注

活 ◎

関
かん

機

済 ○
現道

走行

◎
一般

回避

－ 注

会 ○ 俵

○
・

・

4(1.2)と、便

確保、及び救

業の新規事業

益とその内訳

値は浜田JCT～

対象にした場

所） 

４ 

２)

総費用

事業費

維持管

動 B/C=1.2

動 B/C=1.4

変動 B/C=1.4

目すべき影響

形不良箇所

線形不良箇所

(主)下関長門

下関長門線及

目すべき影響

門
もん

医療セン

関60分圏域の

[長門
な が と

市消防

現況 約

[長門市にお

現況 約

道は農水産物

行性、定時性

般国道４９

避し、地域の

目すべき影響

山温泉等の

計画段階評価

山口県知事や

便益が費用を

救急活動支援

業化について

訳は、各年次

～小月JCT（

場合の費用便

４，２９２

 

費： 4,0

管理費： 2

（交通量

（事業費

（事業期

響はない。 

を回避するこ

所の事故（H21

門線及び国道49

及び国道491号俵

響はない。 

ター（第３次

の拡大により

防本部～関門医

75分 → 整

ける第３次救

1万人 →  整

物の下関方面

性が向上する

１号や（主）

の安全・安心

響はない。 

当該地域の観

価手続き完了

や長門市長、

を上回ってい

援や物流の効

ては妥当であ

次の価額を割

仮称）を対象

便益分析結果

２億円 
総便

050億円 

242億円 

量 -10 ％） 

費 +10 ％） 

期間 +20 ％） 

ことにより、

～H24）】 

91号俵山～豊

俵山～豊田間

次救急医療機

り地域の安全

医療ｾﾝﾀｰ（下
しも

整備後 約58分

救急医療機関

整備後 約2万

面への主要な

る。 

）下関長門線

心を確保する

観光アクセス
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、下関市長よ

いることから

効率化が図れ

ある。 

割引率を用い

象とした場合

果 

便益 
６，

 

走行時間短縮便益

走行費用減少便益

交通事故減少便益

B/C=1.6

B/C=1.4

B/C=1.4

根拠 

安全な走行

豊田間では単路

（俵

間では「車両単

（俵

機関）へのア

全・安心を確

下 関
ものせき

市）の所

分（17分短縮

関60分圏域人

万8千人：約3倍

な流通経路で

線の要防災対

るとともに、

ス性が向上す

３．３） 

より早期事業

、事業採択

れる等、事業

て基準年の価

合、下段（）

担 

担当

００３億円

益： 4,465億円

益： 1,056億円

益：   482億円

6 （交

4 （事

4 （事

行が確保され

路部での事故

俵山～豊田間

単独」「追突」

俵山～豊田間

アクセス時間

確保 

所要時間] 

縮） 

口] 

倍増加 

であり、線形

対策箇所、異

俵山地区の

する。 

業化を要望

択の前提条件

業の必要性・社

価値に換算し

）書きの値は

当 課：道

当課長名：川

基準年 

平成

交通量 +10 ％）

事業費 -10 ％）

事業期間 -20 ％）

れる。 

の割合が高い

：約9割、全国

」が多くを占

：約7割、全国

間の短縮、第

形隘路区間の

異常気象時通

の孤立を回避

が確認できる

社会全体への

し累計したも

は 

道路局 国道

川崎 茂信

 

成２７年 

） 

） 

） 

い 

国平均：約4割

占める 

国平均：約4割

第３次救急医

の解消により

通行規制区間

避する。 

る。 

の効果は高い

もの。 

道・防災課

    

割）
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、

間を
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新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 
 
 

 

事業の必要性  

 現道の課題箇所を回避し、災害時にも地域が孤立しないネットワークを確保し、第３次救急医療機関へのアク

セスが改善し、地域住民の安全・安心の確保に寄与するものである 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・砂利ヶ峠、豊田湖周辺には防災上脆弱な箇所

が集中し、国道 491 号・下関長門線の小原～俵

山地区では通行止めが 11 件/5 年（Ｈ22～H26）

発生しているため、異常気象時には俵山地区は

孤立し、物資輸送などに支障の恐れがある。 

※中国圏広域地方計画（H21.8） 
・広域的な防災、危機管理体制の強化を図るため、都市

における業務中枢機能の相互ネットワーク化や、交通、

情報通信、ライフライン等の社会基盤の広域的な多重

化・多元化を進める。 

住民生活 

・長門市には第３次救急医療機関がなく、山陽

側に立地する第３次救急医療機関への搬送件数

は増加傾向にある。 

・搬送経路において、最短経路である下関長門

線は道路線形が悪いため、迂回ルートで搬送し

ており、搬送時間は１時間以上を要している。

※中国圏広域地方計画（H21.8） 
・人口規模が小さくても現状では、生活サービス機能を

提供することが期待される小都市においては、今後の人

口減少により医療機能等の維持が困難になることも予

想されることから、近隣都市圏との機能連携を進める。

・中国圏のあらゆる地域で高度な医療サービスや教育の

享受を可能にするため、都市圏間をネットワークする高

規格幹線道路網の整備や、搬送時間の短縮に資するドク

ターヘリ等の医療体制の構築を図る。 

地域経済 

地域社会 

・長門市・萩市地域は豊富な農水産物があり 

下関長門線は出荷経路として重要な役割を担っ

ているものの、速達性の向上が課題となってい

る。 

※中国圏広域地方計画（H21.8） 
・生活、産業等における都市と中山間地域等の多様な交

流を拡大するとともに、圏域内外の地域間交流を支える

基幹的な交通機能の整備や、地域特性に応じた高度情報

通信ネットワークの強化を促進する。 

その他  
 

 

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価がＣランク→Ｂランク（Ｃランク→Ｂランク）に改善する

とともに、当該地区を通過する拠点間の累積脆弱度が解消し、防災機能の強化が図られる。 

・また、災害時においても機能する道路ネットワークを形成し、医療活動や経済活動を支援する有効性の高い事

業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度の

変化量 

改善度 

評価

整備前 整備後 通常時 災害時 

石見空港 

 
 

(長門 

総合病院) 

萩土木 

建築事務所 

 
(関門医療 

センター) 

19 

 

 

(1) 

0.73 

(C) 

 

0.34 

(C) 

0.28 

(B) 

 

0.17 

(B) 

▲133.72 

 

 

(▲  1.74) 

0.10 

 

 

(0.09) 

0.55 

 

 

(0.28) 

◎

事業の効率性 

・計画段階評価手続き完了（Ｈ２８．３．３） 

 ※道路ネットワークの防災機能の上段の値は浜田JCT～小月JCT（仮称）を対象とした場合、 

下段（）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 一般国道３４号 新
しん

日見
ひ み

トンネル 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

九州地方整備局 

起終点 
自：長崎県長崎

ながさき

市芒塚町
すすきづかまち

 

至：長崎県長崎
ながさき

市本
ほん

河内
ご う ち

 
延長  １．６ｋｍ 

事業概要  

一般国道３４号は長崎市と諫早市、大村市などの周辺都市を連絡する幹線道路である。このうち、新日見ト

ンネルは、長崎市中心部と東長崎地区を結ぶ区間に位置し、前後区間を４車線整備済区間で挟まれた唯一の２

車線区間（延長約１．６km）の４車線化事業である。 

事業の目的、必要性  

当該事業の整備により、交通渋滞が解消され、信頼性の高い広域観光周遊ルートの確保により地域観光の発

展を支援するとともに、トンネル対面通行区間の解消による交通事故の減少により、道路利用者の安全・安心を

確保。 

全体事業費 約４４億円 計画交通量  約３５，９００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【長崎県知事】 

当該区間は、東長崎地区と長崎市中心部とを結び、利用者の移動、物流両面での需要が高い一般国道３４号

のうち唯一２車線で残された区間であり、渋滞が頻繁に発生し、それに起因する事故も多発しています。 

また、長崎駅周辺では、長崎新幹線の整備や県庁等の移転に伴う市街地の再開発を予定しています。これら

の動きに合わせ、一般国道３４号を軸に長崎駅周辺エリアへのアクセス性を強化するとともに、県、市も連携

して、公共交通の利便性を高めるための交通結節点機能の強化が大変重要であると認識しています。 

本県としましても、こうした対策の一環として新日見トンネルの１日も早い事業化を強く望んでいるところ

であり、事業化のあかつきには円滑に事業促進が図られるよう最大限努力してまいりますので、平成２８年度

の新規事業として予算化していただきますようお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている 

・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｓ５５．３．３１） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ １．３ 

総費用 ４１億円 総便益 ５３億円 基準年  

事業費   ：  ３６億円 

維持管理費：  ４.６億円 

走行時間短縮便益： ４１億円 

走行経費減少便益： ７.３億円 

交通事故減少便益： ４.２億円 

平成２７年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝1.2 (交通量    -10％) B/C＝1.4  (交通量      +10％) 

事業費変動 B/C＝1.2 (事業費変動   +10％) B/C＝1.4  (事業費変動   -10％) 

事業期間変 B/C＝1.3 (事業期間変動 +20％) B/C＝1.3  (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎

・渋滞解消により所要時間が短縮 

〔混雑度〕 

 現況 2.51   →  整備後 0.73（約7割減少） 

〔切通交差点から日見バイパス西口交差点間の所要時間〕 

 現況 12.8分 →  整備後 7.3分（約6分短縮） 

事故対策 ◎

・トンネル内対面通行の回避による、交通事故の減少 

〔死傷事故率〕 

 現況 152件/億台キロ → 整備後 36件/億台キロ（約76％減少） 

歩行空間 - ・注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 - ・注目すべき影響はない。 

地域経済 ◎ ・渋滞解消により、広域観光周遊ルートの信頼性が向上 

災 害 - ・注目すべき影響はない。 

環 境 - ・注目すべき影響はない。 

地域社会 - ・注目すべき影響はない。 

事業実施環境 ○

・都市計画決定手続き完了（Ｓ５５．３．３１） 

・長崎県知事、長崎市長より「一般国道３４号（日見バイパス）４車線化の早期着

手」について要望 

 

採択の理由 
 費用便益比が１．３と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

また、４車線化により、交通渋滞の解消による広域観光周遊ルートの信頼性向上、さらに交通事故が減少によ

り安全性が向上するなど、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

新日見トンネル

自 

長
崎
市

な
が
さ
き
し 

芒

塚

町

す
す
き
づ
か
ま
ち

新日見トンネル 

延長 1.6km 

至 

長
崎
市

な
が
さ
き
し 

本
河
内

ほ
ん
ご
う
ち

至 

長
崎
市
中
心
部 

東長崎地区 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 一般国道２１０号 横瀬
よ こ せ

拡幅 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

 国土交通省 

九州地方整備局 

起終点 
自：大分県大分

おおいた

市大字横瀬
よ こ せ

 

至：大分県大分
おおいた

市大字横瀬
よ こ せ

 
延長  １．５ｋｍ 

事業概要  

一般国道２１０号は、大分市と由布市、日田市などの周辺都市を連絡する幹線道路である。このうち、横瀬

拡幅は大分市の郊外に位置し、４車線区間から２車線区間に車線が減少する延長約１．５ｋｍの４車線拡幅事

業である。 
事業の目的、必要性  

当該事業の整備により、円滑な物流を阻害している交通渋滞が解消され、企業活動の活性化を支援するとと

もに、大分自動車道通行止め時の代替機能強化により、湯布院～大分市間を含む回遊型観光の発展を支援。 

全体事業費 約４６億円 計画交通量 約２３,６００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【大分県知事】 

一般国道２１０号は、大分市西部や由布市と大分市中心部を結ぶ主要幹線であり、一般国道１０号等とと

もに大分市中心部の基幹的ネットワークを形成し、通勤通学や物流、観光面で大変重要な路線です。 

しかし、横瀬地区は２車線であるため慢性的な渋滞が発生しており、大分自動車道が霧等で通行止めの際

には迂回路となり、さらに激しい渋滞が生じています。 

大分市の渋滞対策としては、放射状の道路の機能強化と中心部の通過交通の排除が必要だと考えており、

国と県・市が一体となって放射・環状の道路網を構築していくとともに、自転車や公共交通を活かす施策を

推進していくことが重要と認識しています。 

一般国道２１０号横瀬拡幅は、こうした渋滞対策の一環として早期整備を強く望んでいるところであり、

平成２８年度事業着手に向け特段のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益 ：便益が費用を上回っている 

・手続きの完了：都市計画決定手続き完了（Ｈ１６.２） 

事業評価結果 
 

費
用
対
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ ２．０ 

総費用 ３５億円 総便益 ７０億円 基準年  

事業費：    ３２億円 

維持管理費：  ３.５億円 

走行時間短縮便益： ６６億円 

走行経費減少便益：３.０億円 

交通事故減少便益：１.５億円 

平成２７年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C=1.8 （交通量      -10％） B/C=2.2 （交通量     +10％） 

事業費変動 B/C=1.8 （事業費変動  +10％） B/C=2.2 （事業費変動 -10％） 

事業期間変動 B/C=1.8 （事業期間変動+20％） B/C=2.1 （事業期間変動-20％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

・渋滞解消により所要時間が短縮 

〔混雑度〕 

現況 1.83 → 整備後 0.83（約5割減少） 

〔平均旅行速度〕 

現況 18.6㎞/h → 整備後 50.0㎞/h 

事故対策 － ・注目すべき影響はない 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 － ・注目すべき影響はない 

地域経済 ◎ ・円滑な物流を阻害している交通渋滞の解消により、企業活動の活性化を支援 

災 害 － ・注目すべき影響はない 

環 境 － ・注目すべき影響はない。 

地域社会 ○ 
・大分自動車道通行止め時の代替機能を強化し、湯布院～大分市間を含む回遊型

観光の発展を支援 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定手続き完了（Ｈ１６.２） 

・大分県知事、大分市長より、「横瀬拡幅の早期事業化」を要望 

 

採択の理由 
 費用便益比が２．０と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

また、４車線拡幅により、渋滞解消による企業活動の活性化の支援、さらに大分自動車道通行止め時の代替機

能の強化など、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

大 分 県 

横瀬拡幅 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道２２０号 

（東 九 州
ひがしきゅうしゅう

自動車道）日南
にちなん

・志布志
し ぶ し

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

九州地方整備局 

起終点 
日南区間：宮崎県日南

にちなん

市大字東弁分
ひがしべんぶん

乙
おつ

 ～平野
ひ ら の

 

志布志区間：鹿児島県志布志
し ぶ し

市大字志布志
し ぶ し

町
ちょう

帖
ちょう

～志布志
し ぶ し

町
ちょう

志布志
し ぶ し

 
延長   ６．９ｋｍ 

事業概要  

東九州自動車道は、福岡県北九州市を起点とし、大分・宮崎県を経由し、鹿児島県鹿児島市に至る計画延長
約４３６kmの高速自動車国道である。 
そのうち、宮崎県日南市～鹿児島県志布志市間約４０kmは、東九州自動車道唯一の未事業化区間となってい

る。 

事業の目的、必要性  

本道路は、速達性及び周遊性の向上により、地域観光の発展に寄与するとともに、志布志港へのアクセス向
上により、飼料輸送などの産業活動を支援し、縦断線形不良箇所や事故率の高い箇所等を回避する事で安全で
円滑な高速ネットワーク形成に寄与するものである。 

全体事業費 約２２２億円 計画交通量 
約５，３００ 

～約１３，７００台／日 

事業概要図  

   

                                                  

 

関係する地方公共団体等の意見  
【宮崎県知事】 
新規事業採択時評価に係る「一般国道２２０号（東九州自動車道）日南・志布志道路」事業の予算化に同意

致します。 
当該道路は、人やモノの交流を促進し、本県の経済活動、物流、企業誘致、観光、医療、防災などあらゆる

分野で可能性が大きく広がる重要な路線であると共に、今後想定される南海トラフ巨大地震などの大規模災害
時には、「命の道」として大変重要な役割を担う路線です。 
県としましては、今後とも、日南・串間地域の「東九州道利活用促進協議会」を通じて、開通直後から直ち

にストック効果を最大限に発揮させるための地域の取組を一層推進してまいりますので、東九州自動車道の早
期全線開通が図られるよう特段の御配慮をお願いします。 
【鹿児島県知事】 
 東九州自動車道は、南九州の国際物流拠点港として整備が進む志布志港や大隅地域から宮崎県や北部九州へ
の物流の効率化、流通拡大による産業の活性化、さらには日南海岸国定公園に指定され、すばらしい景観で知
られるダグリ岬などの観光振興の促進を図る上で、必要不可欠な道路であり、また、南海トラフ地震など巨大
津波発生時における防災機能確保の面においても、大きな役割を担うことが期待される道路です。 
当県としては、東九州自動車道は地域の企業立地を促進するなどのストック効果をもたらす重要な道路であ

ると強く認識しているところであり、夏井から志布志間の事業化のあかつきには、事業中区間の埋蔵文化財調
査や関係者協議等についても、さらにスピード感をもって進め、一体的に事業促進が図られるよう最大限努力
してまいりますので、是非とも平成28年度の新規事業として予算化していただきますようお願いいたします。
また、残る県境から夏井までの区間の早期事業化が図られるよう特段の配慮をお願いします。 

 

学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 
・手続きの完了 ：都市計画決定（Ｈ２８．１．１５） 

 

事業評価結果 

費
用
対
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
１.２ 

(１.５) 

総費用 ２,３８３億円 総便益 ２,８５４億円 基準年  

事業費：  ２,２３９億円 

維持管理費：  １４３億円 

走行時間短縮便益：２,０７６億円 

走行経費減少便益：  ５０８億円 

交通事故減少便益：  ２７０億円 

平成２７年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝1.1 (交通量    -10％) B/C＝1.3  (交通量    +10％) 

事業費変動 B/C＝1.1 (事業費変動   +10％) B/C＝1.3  (事業費変動   -10％) 

事業期間変動 B/C＝1.1 (事業期間変動 +20％) B/C＝1.3  (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響

渋滞対策 － ・注目すべき影響はない 

事故対策 ◎ 

・現道の課題箇所を回避し、安全で円滑な走行環境を形成 

〔日南区間に並行する国道220号の死傷事故率〕 
現況 113.6 件/億台キロ → 整備後 46.1 件/億台キロ 

〔志布志区間に並行する国道220号の死傷事故率〕 
現況 161.9 件/億台キロ → 整備後 97.3 件/億台キロ 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 － ・注目すべき影響はない 

地域経済 ◎

・観光地間の速達性向上により、周遊観光が増加し、観光経済を活性化 
 〔イルカランド～宮崎神宮の所要時間〕 
  現況 117 分 → 整備後 99 分（18分短縮）※事業中区間の短縮も含む 
・志布志市街地や道路構造に課題のある箇所を一部回避する志布志港との輸送ルー

ト形成により、走行性を向上し、経済活動を支援するとともに、市街地の生活環
境を改善 

 〔縦断線形不良箇所・屈曲箇所〕 
 2箇所削減 

 〔志布志港から宮崎市までの所要時間〕 
  現況 122 分 → 整備後 102 分（20分短縮）※事業中区間の短縮も含む 

災 害 － ・注目すべき影響はない 

環 境 － ・注目すべき影響はない  

地域社会 － ・注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○
・都市計画決定（Ｈ２８．１．１５） 
・宮崎県知事、鹿児島県知事より、日南～志布志間の早期事業化を要望 

 

採択の理由 
費用便益比が１．２（１．５）と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる。 
また、日南・志布志道路の開通により、速達性及び周遊性が向上し、地域観光の発展に寄与するとともに、志

布志港へのアクセス向上により、飼料輸送などの産業活動の支援や、縦断線形不良箇所や事故率の高い箇所等を
回避する事で安全で円滑な高速ネットワークを形成するなど、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 
以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※B/C の上段の値は清武 JCT～志布志 IC（仮称）を対象とした場合、下段（ ）書きの値は 

 事業化区間を対象にした場合の費用便益分析結果 

熊本県 

鹿児島県 

宮崎県 

日南・志布志道路 



新規事業採択時評価結果（平成２８年度新規事業箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は清武 JCT～志布志 IC（仮称）を対象とした場合、 

下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果 

事業の必要性  

本道路は、速達性及び周遊性の向上により、地域観光の発展に寄与するとともに、志布志港へのアクセス向上
により、飼料輸送などの産業活動を支援し、縦断線形不良箇所や事故率の高い箇所等を回避する事で安全で円滑
な高速ネットワーク形成に寄与するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・南海トラフ巨大地震等による津波浸水想定区

域や、防災点検要対策箇所が存在し、幹線ネッ

トワークの途絶により、孤立地域の発生が想定

される。 

※九州圏広域地方計画(H21.8) 
・大規模災害時においても、救援・救護、災害復旧等に的確

に対応できるよう、災害時における確実な避難・緊急輸送等

を図るための迂回ルート等の余裕性（リダンダンシー）に優

れた交通網の整備を推進する。 

 

住民生活 

 

・国道 220 号には、線形不良箇所や屈曲箇所等

があり、日南・志布志市街地で交通事故率が高

く、死亡事故発生箇所も存在する。 

※未来みやざき創造プラン(H27.7 改訂) 
・安全で円滑・快適な交通環境が整備されること等により交

通事故のない安全で安心な社会を目指す。 

地域経済・ 

地域社会等 

・県南地域には、鵜戸神宮等の著名な観光地が
存在するが、高速道路空白地域のため、地域の
観光客数は伸び悩んでいる。一方、油津港への
観光クルーズ船寄港実績が近年増加し、寄港時
の周辺観光へのニーズが高まっている。 
・志布志港は、８つの国内外定期航路が就航し、
東九州自動車道の延伸等に伴い原木輸出量が増
加、飼料用とうもろこし輸入量が全国２位の物
流拠点。志布志港と各地域までの間は、現道の
国道２２０号を利用して飼料等を輸送している
が、輸送に不適な勾配・線形箇所による走行性
や、輸送車両の市街地通過の課題がある。 

※九州圏広域地方計画(H21.8) 
・世界を巡る外航クルーズ船の寄港地における広域的

な寄港地誘致活動や国際定期航路の誘致等を推進す

る。広域的な連携による観光地の魅力向上を図るため、

相互連携による国際的な観光ルートの形成を進めるほ

か、循環型の高速交通体系の形成を図りつつ魅力ある

地域資源を結ぶ広域観光ルートの形成を進める。 
・国際物流機能を強化するため、志布志港の多目的タ

ーミナルの整備を推進するとともに、港湾へのアクセ

ス機能を強化するために高規格幹線道路や地域高規格

道路等の交通基盤の必要な整備を推進する。 

その他   

事業の有効性 

・当該事業の実施により、脆弱度の評価がＤランク→Ｂランクに改善するとともに、災害時の防災機能が強化さ
れる。 
・また、本事業において、速達性及び周遊性が向上し、地域観光の発展に寄与するとともに、志布志港へのアク
セス向上により、飼料輸送などの産業活動を支援し、縦断線形不良箇所や事故率の高い箇所等を回避する事で安
全で円滑な高速ネットワーク形成に寄与することなど有効性の高い事業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 

評価

整備前 整備後 通常時 災害時

宮崎市 
 

〔日南市〕 

志布志市 
 

〔志布志市〕 

８ 
 

〔４〕 
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▲１３３．０１ 
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０．２２ 
 

〔０．０２〕 

０．８８

 
〔０．０１〕

◎ 
 

〔○〕

事業の効率性 

・都市計画決定（Ｈ２８．１．１５） 

 


